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令和４年第１回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程(第２日目) 

令和４年 ３月 ９日（水曜日）       午前９時３０分開議 
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第１９ 議案第 ８号 令和４年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 
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第２１ 議案第１０号 令和４年度訓子府町介護保険特別会計予算について 

第２２ 議案第１１号 令和４年度訓子府町下水道事業特別会計予算について 

第２３ 議案第１２号 令和４年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２４ 議案第１３号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ 

           いて 

第２５ 議案第１５号 訓子府町自転車等の放置防止に関する条例の制定について 
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第３１   ―    所管事務調査について 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（須河 徹君） 皆さま、おはようございます。 

 それでは、定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布してあるとおりです。 

 

    ◎議案第１４号、議案第 ７号、議案第 ８号、議案第 ９号、議案第１０号、 

     議案第１１号、議案第１２号 

○議長（須河 徹君） この際、日程第１７、議案第１４号、日程第１８、議案第７号、

日程第１９、議案第８号、日程第２０、議案第９号、日程第２１、議案第１０号、日程第

２２、議案第１１号、日程第２３、議案第１２号は、関連する議案なので一括議題といた

します。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９０ページです。 

 管理課長。 

〇管理課長（高橋 治君） 議案書９０ページをお開き願います。 

 議案第１４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について、提案理由の説明をいたします。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例（昭和４１年条例第８号）の一部を改正

する条例を、次のように制定しようとするものであります。 

 記以下について、ご説明申し上げます。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例（昭和４１年条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条中「３，６００万円」を「４，８００万円」に改めるものでございます。 

 この規定につきましては、基金の上限を定めるものであり、平成２８年に基金の上限額

の改正を行いましたが、その後、見込みを上回る申込者があったことにより、基金に不足

が生じることとなったことから、今後の貸付金額、償還金額の試算を行い、当面の運用可

能な基金の額の「４，８００万円」に改めるものでございます。 

 合わせて令和４年度当初予算で、現在の基金総額と今回の基金の上限額４，８００万円

との差１，２８７万円を積み増しすることで、予算提案させていただいておりますので、

ご理解願います。 

 なお、附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。 

 以上、議案第１４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について、提案理由の説明を申し上げました。 

 ご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第７号 令和４年度訓子府町一般会計予算についての
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提案理由の説明を求めます。別冊予算書２ページです。 

 副町長。 

〇副町長（森谷清和君） 議案第７号 令和４年度訓子府町一般会計予算について提案説

明をいたします。 

 内容につきましては、事前にお配りしております別冊の「令和４年度各会計予算書」と

「令和４年度各会計予算案の説明資料」の２冊によって説明いたします。 

 なお、説明の中で、前年度と表現する部分につきましては令和３年度を、本年度と表現

する部分につきましては、令和４年度を指しておりますので、ご了解いただきたいと思い

ます。 

 それでは、はじめに各会計予算案の説明資料をご覧いただきたいと思います。 

 まず、１ページから３ページまでは予算案の概要について記載しています。 

 国の地方財政対策についても触れておりますが、令和４年度のポイントといたしまして

は、一つ目として地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一般財源総額

の確保、二つ目として国税と地方税の収入増が見込まれるなかで臨時財政対策債の抑制、

三つ目として歳出面で地域社会のデジタル化推進、公共施設の脱炭素化の取り組み推進、

消防・防災力の一層の強化などに対する財政支援などが挙げられます。 

 こうした国の対策に加え、第６次町総合計画の将来像を目指した施策の推進、財政健全

化を念頭においた一般行政経費の縮減、財源確保見通しに基づく予算規模の設定などに留

意し、令和４年度の予算の編成にあたりました。 

 一般会計においては、前年度計上の消防庁舎建設関連経費７億４，２０６万７千円が未

計上となったものの、本年度、消防庁舎外構工事と備品購入費、現在の庁舎に設置の通信

機器の移設経費合わせて１億３，２０２万８千円の計上、さらに新規事業の取り込みや事

業内容の拡充に伴う事業費の増加などにより、歳入において７億３，３０１万６千円の財

源不足が生じ、臨時財政対策債を除く地方債約３億３，４１０万円の発行、基金から３億

９，８９１万６千円を取り崩し、財源不足を解消することとしております。 

 この結果、２ページの表にありますように、一般会計の予算総額は、前年度比マイナス

４．４％、額にして２億２，５１０万円減の４８億３，５１０万円となっております。 

 なお、令和３年度の国の補正予算である新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金は９，３８３万７千円の内示を受けておりますが、このうち、令和３年度事業に１，

３８３万７千円、令和４年度当初予算に２，５３０万円を充当することとしております。

残り５，４７０万円については、新年度に入って適期に補正予算を組ませていただきたい

と考えておりますのでご了承願います。 

 さて、款別の予算額と伸び率は４ページになりますけども、４ページのとおりでござい

ますが、下段の２．一般会計歳出目的別内訳のうち、伸び率の大きなところでみますと、

２款、総務費は、庁舎電話機更新、情報ネットワーク強靭化システム機器更新、ふるさと

おもいやり基金積立ておよびふるさとおもいやり寄付推進事業の増額などにより、対前年

度５９．７％の伸び。 

 ９款、消防費は、消防庁舎建設事業費の減少などにより、対前年度５９．７％の減。 

 １１款、公債費は、スポーツセンター本体工事の元金償還が始まったことなどから、１

３．９％の伸びとなっております。ちなみに令和２年度と比べますと２９．５％の伸びと
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なっております。 

 次に、７ページになりますが、７ページには会計別人件費の資料を載せてあります。 

 一般会計でいいますと、特別職３名と一般職１０２名分、会計年度任用職員１３２名分、

議員および各種委員分を計上。人件費の合計は表の下にありますが、一般会計で１０億９，

６９９万５千円、対前年度１，７３０万７千円の減となっております。 

 次に、８ページには、基金の保有状況を一覧にしたものでありますが、表の下から４段

目の一番右側にありますように、本年度末の基金保有見込額は、一般会計の計で３８億５，

１５４万円となります。 

 ９ページからは投資的事業を、１４ページからは補助奨励費を、１９ページからは扶助

費の内訳を一覧にしております。２２、２３ページには債務負担行為の本年度支出予定額、

２４ページには社会保障財源に充てる引き上げ分の地方消費税交付金の使途を載せてあり

ます。 

 ４１ページから４３ページには、投資的事業の実施箇所図を添付しておりますので、ご

覧をいただくこととし、これ以降は予算書によって説明してまいります。 

 それでは、別冊の予算書の２ページをお開きいただきたいと思います。 

 議案第７号 令和４年度訓子府町一般会計予算。 

 令和４年度訓子府町の一般会計予算は次に定めるものとし、第１条第１項では、歳入歳

出予算の総額をそれぞれ４８億３，５１０万円と定めることとしております。 

 第２項では、歳入歳出予算の款項の区分および金額は、次の３ページから１２ページに

あります第１表 歳入歳出予算によることを規定しているもので、これについてはご覧い

ただくこととし、その内容については、後ほど事項別明細書の中で説明させていただきま

す。 

 ２ページでございますが、第２条の債務負担行為と第３条の地方債について定めており

ますが、これについても後ほど第２表と第３表で説明させていただきます。 

 次に、第４条では、一時借入金の借り入れ最高額を５億円と定めております。参考まで

に、前年度は大型事業である消防庁舎建設がありましたので、本年度より２億多い７億円

と定めておりました。 

 それでは、１３ページをお開きください。 

 第２表は、債務負担行為の内容を載せていますが、本年度は４件になります。 

 まず、１件目の空き家活用定住対策事業補助金につきましては、期間は令和４年度から

令和９年度までの６年間、限度額については１，６００万円。 

 ２件目の季節労働者生活資金貸付金利子補給及び損失補償につきましては、期間は令和

４年度から令和５年度までの２年間、限度額は利子補給と損失補償について、それぞれ定

めております。 

 ３件目の北海道訓子府高等学校入学生通学支援対策事業は、令和４年度入学生分で、期

間は令和４年度から令和６年度までの３年間で限度額８５９万２千円。 

 最後、４件目の北海道訓子府高等学校修学旅行費支援対策事業は、令和４年度入学生分

で、期間を令和４年度から令和５年度までの２年間で限度額は１０５万円とするものでご

ざいます。 

 次に、１４ページの第３表 地方債では、合計１１本の起債の目的、借入限度額、起債
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の方法、利率、償還方法を載せてあります。目的別の限度額の内容はご覧のとおりでござ

いますが、限度額の総額は、消防庁舎本体工事完了のため、前年度当初より６億３，１３

０万円減の３億６，９１０万円となります。 

 次に、１５ページからは事項別明細になりますが、１５、１６ページは歳入歳出の款別

の予算額を掲載しておりますので、これは、ご覧をいただくこととし、１７ページ以降の

説明に入りたいと思います。 

 説明にあたっては、歳入歳出とも新規あるいは特徴的な部分、前年度当初予算と比べ増

減の大きなものを中心にさせていただきます。 

 また、制度や積算方法等に変更がなく、事業対象人数、件数など年度により基礎数値が

変動するものなど、単純な理由により事業費が増減するものなどは、一部説明を割愛させ

ていただきます 

 それでは、歳入の事項別明細書の説明に入ります。１７ページをご覧ください。 

 １款、１項、町民税、１目、個人、１節、現年課税分では、均等割は、納税義務者数、

対前年度５５人減の２，３７０人を見込み、対前年度１９万２千円減の８２９万５千円。 

 所得割は、平成２９年度から前年度までの５年間の平均、ただし農業所得は、農畜産物

の販売額などを基に課税標準額を算出、譲渡所得も過去５年間の平均に税率を乗じ、住宅

ローン控除減額分は前年度実績額、これらの差し引き合計に９９％を乗じて算定、この結

果、前年度に比べ５８１万６千円減の２億１，８７５万１千円、滞納繰越分も合わせた目

全体では６００万８千円減の２億２，７４４万６千円を計上。 

 次に、その下の２目、法人では、前年度と同じ９１法人分、対前年度４５万３千円増の

２，７４４万４千円を計上。 

 次に、２項、１目、固定資産税の現年課税分は、課税標準見込額で算定した税額から専

用住宅軽減、生活保護等減免、公益利用減免分、また新型コロナ軽減分を控除し、さらに

９９％を乗じて算定し、滞納繰越分も合わせた目全体で、対前年度１，２１０万６千円増

の２億３，１３５万４千円を計上。 

 なお、新型コロナ軽減分７５万８千円は、後ほど説明しますが、地方特例交付金で国か

ら補填されることとなっております。 

 次に、１９ページの３項、軽自動車税、１目、環境性能割では、課税対象台数を前年度

の約２倍の３７．７台を見込み、平均税額１万９，７５７円を乗じて７４万４千円を計上。

２目の種別割では、前年１０月末の課税台数を基に算定し、前年度より９３台多い４，４

４２台分、滞納繰越分も含め２，０６８万４千円を計上。 

 次に、４項、１目、町たばこ税は、昨年１０月から新税率が適用となったことと、前年

度より８万４千本多い５１８万４千本を見込み、３，３９６万５千円を計上。 

 次に、６項、１目、入湯税は、温泉保養センター利用者の利用人数見込により算定し、

対前年度７万１千円増の１８３万３千円を計上。 

 次に、２１ページ、２款、１項、１目、地方揮発油譲与税は、前年度同額の１，８００

万円を計上。２項、１目、自動車重量譲与税は、総務省概算要求を参考に６千万円を計上。

３項、１目、森林環境譲与税は、本年度から段階的に増額となるため、対前年度１０２万

９千円増の４６２万３千円を計上。 

 ３款、１項、１目、利子割交付金から２３ページ一番上の６款、１項、１目、法人事業
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税交付金までは、前年度同額を計上。 

 ７款、１項、１目、地方消費税交付金は、前年度決算見込額１億７００万円を計上。 

 ８款、１項、１目、環境性能割交付金、その下の９款、１項、１目、地方特例交付金は

前年度決算見込みをベースに計上。 

 ２項、１目、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金は、先ほど固定

資産税のところで説明しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規

に設備投資を行う中小事業者等に対する固定資産税の軽減措置に伴う減収分を国が補填す

るもので７５万８千円を計上。 

 １０款、１項、１目、地方交付税は、前年度と比べ３億円増の２２億８千万円を計上。

このうち普通交付税では、前年度の単位費用を用いて基準財政需要額を算定しましたが、

スポーツセンター本体の起債の元金償還が始まるため、公債費のうち過疎債で７，６００

万円増えたこと、地域デジタル社会推進費５千万円を計上したこと、さらに臨時財政対策

債振替額を６，５００万円少なく見込んだことなどにより対前年度３億円増の２１億５千

万円を計上。 

 また、２６ページの特別交付税は、前年同額の１億３千万円を計上。 

 次に、１２款、分担金及び負担金です。 

 １項、１目、農林水産業費分担金は、道営事業４本分の受益者分担金５，５１４万２千

円を計上。 

 ２項、１目、民生費負担金、２節の児童福祉費負担金のうち、上段の広域入所市町村負

担金は、他の市町村から本町のこども園へ広域入所があった場合、園児の住所地の市町村

から本町に支払われる負担金で、前年度１名だったのを本年度は３名見込んで１４２万２

千円増の１９６万円を計上。下段の広域入所利用者負担金は、広域入所された園児の保護

者の負担金で１名分を見込み３７万８千円の計上。 

 次に、２目、１節、農業費負担金の一番下の道営訓子府中央一期地区水利施設等保全高

度化事業負担金２万２千円は、置戸町の受益者負担金分です。 

 次に、２７ページの１３款、１項、６目、土木使用料、３節、住宅使用料では、町営住

宅入居者数の減を見込んだことなどから、目全体で１１１万２千円減の８，０７８万４千

円を計上。 

 ２項、手数料は、２目、１節、保健衛生手数料のうち、廃棄物処理手数料３３万１千円

の増を見込むなど項全体で２０万４千円増の１，６５７万１千円を計上。 

 次に、２９ページになります。 

 １４款、国庫支出金になります。 

 １項、国庫負担金、１目、民生費国庫負担金は、対象者数の増減があり、目全体で１７

４万６千円減の１億６，５３８万９千円を計上。 

 ３１ページの２項、国庫補助金の１目、１節、総務費補助金では、いずれも本年度新規

計上のもので、マイナポイント事業費補助金９８万５千円は、マイナポイント付与にかか

る申し込み手続き事務を対象に１０分の１０が補助されるもので、システム機器のリース

代と通信運搬費、申込手続きにあたる会計年度任用職員の報酬を歳出に計上しております。 

 次に、デジタル基盤改革支援補助金４５０万円は、子育ておよび介護の手続きなど、マ

イナンバーカードを用いてマイナポータルへの接続にあたっての申請管理システム構築費
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に対する補助で補助率２分の１。 

 その下の社会保障・税番号制度システム整備補助金・法務省分３９万６千円は、戸籍事

務へのマイナンバー制度導入にかかる経費に対する補助で補助率１０分の１０となってお

ります。 

 その下の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、国の令和３年度補正予

算で本町に９，３８３万７千円の配分があり、そのうち１，３８３万７千円を令和３年度

の事業予算に充て、残り８千万円のうち、ここに計上の２，５３０万円について、令和４

年度当初予算計上の事業に充てるものでございます。 

 また、残り５，４７０万円については、本年度の補正予算で別途計上させていただく予

定となっております。 

 なお、前年度、個人番号カード交付事業費補助金３５３万３千円を計上し、町を経由し

て地方公共団体情報システム機構へ交付しておりましたが、総務省から直接補助すること

になったため、本年度は未計上となっております。また、歳出も同様に未計上であります。 

 ４目、土木費国庫補助金の１節、住宅費補助金のうち、空き家対策総合支援事業補助金

は、本年度実施する空き家実態調査業務４１４万７千円の２分の１、２０７万３千円と、

新規事業である空き家解体費補助金１００万円の８掛けの２分の１、４０万円、合わせて

２４７万３千円を計上。 

 ２節、道路橋りょう費補助金は、橋りょう点検と橋梁３橋の長寿命化修繕実施計画、中

央橋の修繕に対する道路メンテナンス補助金５，０１５万７千円と除雪事業に対する防

災・安全交付金１１０万円合わせて５，１２５万７千円を計上。 

 なお、前年度の除雪専用車更新補助金４千万円の計上がないため、目全体では３，２９

９万９千円の減。 

 ５目、教育費国庫補助金、２節、中学校費補助金には、前年度の訓子府中学校ボイラー

改修にかかる学校施設環境改善交付金１，３９３万３千円が未計上のため、目全体で１，

３８１万６千円の減となっております。 

 ３項、委託金、１目、総務費委託金の２節、選挙費委託金には、参議院議員選挙委託金

５４２万２千円計上。なお、前年度は衆議院議員選挙委託金５５８万７千円の計上があり

ました。 

 次に、１５款、道支出金です。 

 １項、道負担金、１目、民生費道負担金の１節、社会福祉費負担金では、３４ページの

一番上の民生委員推薦会活動費負担金は、本年度民生委員改選期のため推薦活動に対する

負担金１万円を計上しております。 

 下の表の２項、道補助金、１目、総務費道補助金、１節、総務費補助金のうち、森林環

境保全整備事業補助金は、町有林では人工造林の新植面積が前年度の倍以上の５．７８ｈ

ａ増えるなど１２９万６千円増の１，４１９万１千円、保安林では準備地拵えを本年度予

定していることなどから１５１万９千円増の２００万９千円、合わせて１，６２０万円を

計上。 

 ３５ページの２目、民生費道補助金、１節、社会福祉費補助金では、一番下の権利擁護

人材育成事業費補助金１３３万円を新たに計上。 

 本年度から北見市、置戸町と本町で北見地域成年後見中核センターを設置しようとして
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おりますが、高齢者の権利擁護に携わる人材育成などに対する補助で補助率１０分の１０、

上限額２００万円となっております。 

 ４目、農林水産業費道補助金、１節、農業費補助金のうち、下から３行目の北海道水利

施設等保全高度化事業補助金とその下の次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業補助金

は、道営土地改良事業のパワーアップ対象事業費の増により、合わせて２，５５１万４千

円の増額となっており、目全体で２，３０４万８千円増となっております。 

 ３項、１目、総務費委託金、３８ページの４節、選挙費委託金には、来年４月に執行予

定の知事・道議会議員選挙にかかる委託金２８８万５千円を計上。 

 次に、１６款、財産収入です。 

 下の表、２項、財産売払収入、１目、生産物売払収入のうち、町有林林産物売払収入で

は、皆伐売払材積が１，７４０㎥増の３，１４０㎥を見込むなど、前年度と比べ１，３１

９万８千円増の２，６０８万５千円、保安林林産物売払収入でも皆伐による売り払い材積

の増を見込み２０８万５千円増の１，４８６万円の計上。 

 次に、３９ページ、１７款、寄付金の１項、２目、総務費寄付金のうち、ふるさとおも

いやり寄付金については、ふるさと納税の実績とポータルサイトを増やすことで寄付者の

増を見込み、前年度と比べ５，９００万円増の８，７００万円を計上。 

 次に、１８款、繰入金、１項、基金繰入金です。 

 １目、財政調整基金繰入金については、一般会計予算の財源調整分として１億２，５２

３万円を計上。 

 ２目、社会資本整備基金繰入金では、消防庁舎通信機器移設および庁舎備品に６，５０

０万円など４本の事業に１億４千万円。 

 ３目、産業後継者育成基金繰入金では、産業後継者教育推進協議会交付金に８２万円、

農業担い手育成事業補助金に４０万円、合わせて１２２万円を。 

 ４目、地域活性化基金繰入金では、訓子府高校教育振興会議交付金に２００万円、町民

税１％活用のまちづくりパワーアップ特別対策事業に２２０万円、合わせて４２０万円。 

 ５目、鉄道跡地整備等基金繰入金では、バス通学定期運賃補助金に７００万円、北海道

北見バスへの地域間幹線系統確保維持事業費補助金に４６０万円、合わせて１，１６０万

円。 

 ６目、減債基金繰入金では、ソフト事業に充てた過疎債、それからスポーツセンター建

設で借入れの過疎債と補正予算債など、交付税措置分を除いた実質の町費負担分の起債償

還費に７，０４４万３千円を。 

 ７目、ふるさとおもいやり基金繰入金では、空き家活用定住対策補助金など９本の事業

に４，４５０万円。 

 ８目、森林環境譲与税基金繰入金は、森林環境保全整備事業補助金などに１７２万３千

円を繰り入れるものでございます。 

 次に、４１ページの一番下の表、２０款、諸収入、４項、１目、受託事業収入の２節、

畜産担い手育成総合整備事業収入には、受益者からの草地整備等事業委託金１，３５２万

８千円を計上。この委託金と町の負担分等を合わせて、北海道農業公社に委託することと

なります。 

 次に、４３ページ、５項、５目、雑入は、上から６行目の市町村振興宝くじ収益金交付
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金については、その原資は、前年度までハロウィンジャンボ宝くじの分だけでございまし

たけども、サマージャンボ宝くじ分も加わり１６０万円増の３３０万円を計上しておりま

す。 

 次に、２１款、１項、町債になります。 

 説明欄の事業債の後のカッコ書きが起債の種類となっており、過疎債が９本で２億５０

０万円、辺地債が２本で４，６７０万円、緊急防災減災事業債２，８７０万円、それから

４６ページになりますが、ソフト事業に充てる過疎地域持続的発展特別事業債５，３７０

万円は、前年度まで過疎地域自立促進特別事業債という名称でしたが、過疎法が変わりま

して名称が変わったものでございます。臨時財政対策債は６，５００万円減の３，５００

万円を計上しております。 

 以上で歳入の説明を終わります。 

 続きまして４７ページからは、歳出の事項別明細書になります。 

 歳出については、款・項・目の科目のうち、目単位で、前年度当初予算と比べ増減額の

大きな要因を右側のページにある事業予算で説明するほか、本年度の計上予算の特徴的な

ものなどに絞って説明いたします。 

 歳入同様、制度や積算方法等に変更がなく、事業対象人数・件数など年度により変動す

るものなど単純な理由により事業費が増減するものなどは、一部説明を割愛させていただ

きますので、ご了承ください。 

 なお、予算見積りの積算に用いる１ℓ当たりの燃料費単価が、ガソリンで３５円、軽油で

３７円、灯油と重油が２９円上昇しており、予算計上額が増となっております。 

 また、会計年度任用職員で協会けんぽに加入している職員については、１０月以降、市

町村職員共済組合または公立学校共済組合に移行するため、前年度と比べ共済費が一律上

昇しております。 

 これらは、全体的に共通するものなので説明については省略させていただきます。 

 それから、予算の款・項・目の区分は、地方自治法施行規則に基づき設定されており、

一部科目名が前年度と異なっておりますので、それについては、該当する科目の説明の際

にお伝えしたいと思います。 

 それでは、説明に入ります。 

 まず、４７ページからの１款、議会費になります。 

 １項、１目、議会費は、対前年度１１０万５千円減の５，０３７万９千円を計上。 

 右側のページ、４８ページに事業別予算が計上されておりますが、事業区分、１．議員

人件費の職員手当等は、期末手当支給率０．１５月減を見込んで３０万５千円の減、事業

区分、２．議会運営費のうち、旅費は、高知県大川村で開催予定の小さくても輝く自治体

フォーラムに３名参加することで５０万３千円を計上しておりますが、前年度計上の道外

研修旅費未計上などで８５万１千円の減。 

 需用費・印刷製本費では、本年度から議会だよりの表紙をカラー化することで３５万８

千円の増などにより事業全体で５９万１千円の減。 

 事業区分、３．事務局費では、５０ページに掲載の旅費が前年度計上の道外研修随行旅

費が未計上のため２４万９千円の減となっております。 

 次に、５１ページ、ここからは、２款、総務費になります。 
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 １項、１目、一般管理費は、対前年度１億４，５２６万３千円増の３億５６万４千円を

計上。主な増額の理由でございますが、右側の５２ページ、事業区分、１．総務一般管理

事業では、需用費・消耗品費には、功労者等被表彰者に贈呈の功労賞・略章の在庫が残り

わずかとなりましたので、購入することとし７６万９千円の計上。 

 委託料には、令和５年から新個人情報保護法に移行となるため、例規整備や個人情報フ

ァイル簿整備などの支援業務委託料１９２万５千円を計上。 

 備品購入費には、主に町長および来賓などの送迎で使用する公用車１台の購入費５８０

万円を計上。 

 次に、５４ページ、事業区分、３．庁舎等維持管理事業の委託料では、庁舎警備管理業

務、庁舎清掃等維持管理業務について、北海道の最低賃金上昇などを勘案し、二つの業務

合わせて１２５万円の増。 

 一番下になりますが、利用して１０年目となり、保守対応期限が切れている電話機の更

新業務委託料として１，５６４万１千円を計上、工事請負費には、庁舎高圧ケーブル取り

換えなどの工事費２４８万５千円を計上。 

 事業区分、４．交流事業では、前年度計上の姉妹町交流２０周年記念事業が未計上のた

め、旅費１１０万７千円の減。５６ページになりますが、負担金・補助及び交付金３４０

万円の減となっております。 

 事業区分、６．職員管理研修事業の委託料では、３行目の定年延長制度導入支援業務１

１０万円は、令和５年度から職員の定年延長制度が導入されることから、関連する条例規

則の改正などの支援業務であります。 

 その下の給与システム改修業務４４万３千円は、会計年度任用職員の共済加入に伴い、

給与システムの改修が必要なため計上するものでございます。 

 事業区分、７．情報管理事業のうち、５８ページになりますが、委託料の下から２行目

の情報系システム機器等更新業務２，４０９万円は、情報漏洩や不正アクセスなどを防ぐ

ため、行政専用のネットワーク、いわゆるＬＧＷＡＮとインターネット、個人番号利用事

務を分断するなど、ネットワークの強靭化を図っておりますが、各ネットワーク間のファ

イル転送や仮想環境をつくるためのサーバー構築などの業務委託料でございます。 

 その下の行政手続オンライン化システム構築業務９００万円は、子育ておよび介護の手

続きなど、マイナンバーカードを用いてマイナポータルへの接続にあたっての申請管理シ

ステムの構築にかかる業務委託料となっております。 

 使用料及び賃借料のシステム使用料は、本別町、大樹町と本町でズコーシャセンターの

共通システムを利用するなど自治体クラウド効果などにより、対前年度１４０万２千円減

の１，０６９万８千円を計上。 

 備品購入費は、本年度プロジェクター１台、プリンター５台の購入費１０２万１千円を

計上しておりますが、前年度の個人番号利用事務端末が未計上のため、４９４万円の減と

なっております。 

 事業区分、８．各種基金積立金のうち、上から３行目のふるさとおもいやり基金積立金

は、歳入のふるさとおもいやり寄付金見合い分を計上することから、対前年度５，９００

万１千円増の８，７００万３千円を計上。一つ飛んで社会資本整備基金は、今後の社会イ

ンフラの整備に備え３千万円積み増しすることとして３，００２万６千円を計上。森林環
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境譲与税基金積立金は、森林環境譲与税交付金相当額４６２万３千円と利子分１千円合わ

せて４６２万４千円を計上。 

 次に、２目、財政管理費のうち、６０ページの上から３行目の公会計システム保守業務

には、前年度も計上のシステム更新および損傷対応ソフト保守料３７万４千円に加え、既

存データの修正作業による運用保守分３０万円を上乗せし７０万４千円を計上。 

 ３目、財産管理費のうち、需用費・修繕料には、平成７年建築の居武士小学校校長住宅

屋根の塗装５０万１千円を計上。委託料には、末広団地教職員住宅２棟６戸の物置が、穴

が空いているなど傷みが著しいことから解体し、幸栄団地で不用となった物置６棟を移設

することとし、物置設置解体等業務委託料９０万５千円を計上しております。 

 ４目、公有林管理費には、対前年度７０７万２千円増の５，９２２万７千円を計上。 

 事業区分、１．町有林管理事業のうち、役務費・保険料は、森林火災保険の加入更新面

積が少ないことから、対前年度１６６万４千円減の４２０万円を計上。 

 事業区分、２．町有林整備事業（補助）は、対前年度６万５千円減とほぼ同額となって

おりますが、委託料・造林業務では、地拵え面積が前年度の１４．４７ｈａから７．８９

ｈａと大きく減ることなどから１５３万４千円減の２，９３３万３千円、一方で新植など

の面積は、７．８ｈａほど増えたため、６２ページになりますが、原材料費に計上の苗木

代で１５１万９千円増の３３６万９千円を計上。 

 事業区分、３．町有林整備事業（単独）の委託料・造林業務は、皆伐面積が３．２ｈａ

増の８．２ｈａになることなどから８８８万６千円増の１，７４８万３千円を計上。 

 ５目の保安林管理費は、対前年度８８６万６千円増の２，２４３万９千円を計上。 

 事業区分、１．保安林管理事業では、日出にある防風保安林管理用作業道整備のため、

使用料及び賃借料に車両借上料８５万５千円のうち７４万７千円、原材料費に切り込み砕

石代１１８万３千円を計上しております。 

 事業区分、２．保安林整備事業（補助）の委託料・造林業務には、対前年度皆伐した箇

所の造林業務が始まるため、対前年度５１６万３千円増の６５２万７千円を計上。 

 事業区分、３．保安林整備事業（単独）の委託料・造林業務では、皆伐の労務単価アッ

プを見込み、対前年度１７０万２千円増の１，３４４万５千円を計上。 

 次に、６目、住民活動費は、対前年度４０６万７千円増の２，７２１万６千円の計上。 

 事業区分、１．広報広聴事業のうち、需用費、印刷製本費では、町民アンケートで広報

の折込チラシ削減の声が多いことから、本紙に記事集約することにより広報のページ数増

加を見込んだのと、読みやすくするため、表紙以外の紙面を２色刷りとすることとし、印

刷製本費６１８万５千円のうち、広報印刷代は対前年度１６８万９千円増の５７９万３千

円を計上。 

 ６４ページ、中段の事業区分、３．地域集会所等維持管理事業では、備品購入費・施設

用備品に、新型コロナウイルス感染症対策のため、鉄北地域集会所１台、末広地域集会所

３台、日ノ出地区ふれあいセンター５台、合計９台のストーブ購入費１５０万円と日ノ出

地区ふれあいセンター和室テーブル１０台分２７万５千円を計上。 

 事業区分、４．難視聴対策事業では、６６ページになりますが、需用費の修繕料には、

保守点検の際、指摘を受けた放送機電源修繕と放送機および充電器のファン修繕等の経費

４９万５千円を計上。 
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 次に、７目、住民安全対策費は、対前年度８４万４千円減の４６４万円を計上。 

 事業区分、２．交通安全対策事業では、本年度スクールゾーンの施工箇所がないことな

どから、需用費、修繕料で３２万５千円の減、注意喚起用看板の設置がないことなどによ

りまして、委託料でも２３万１千円の減など事業全体で対前年度８３万円の減となってお

ります。 

 次に、６７ページの８目、企画費は、対前年度３，５７０万５千円増の１億１，４０６

万１千円を計上。 

 事業区分、２．地方交通対策事業は対前年度３２５万６千円の減となっていますが、委

託料の高齢者ハイヤー利用サービス業務委託料を利用実績から対前年度３０５万８千円を

減額計上したことなどによるものでございます。 

 また、負担金・補助及び交付金のオホーツク地域等公共交通活性化協議会負担金８万円

は、本協議会が、オホーツク全域を対象とした公共交通の将来像と将来像に向けた目標設

定、施策や役割を明記する広域での地域公共交通計画を策定することとし、総事業費で３

１６万８千円から国庫補助分と北海道の負担分を除いた１４２万５，６００円を管内１８

市町村一律で負担するものでございます。 

 ７０ページの事業区分、４．まちづくり推進事業は、前年度計上していた公共施設等総

合管理計画策定支援業務委託料がなくなったことなどにより、対前年度２８８万円減の２

４６万９千円の計上。 

 事業区分、５．ふるさとおもいやり寄付推進事業は、寄付金を対前年度５，９００万円

増の８，７００万円と見込んだことと、ポータルサイト２者増やしたことにより、報償費

の寄付者謝礼で対前年度１，７７０万円の増、返礼品送料で９２１万６千円の増、ポータ

ルサイトに支払う手数料７６５万６千円の増、サイト使用料１６３万９千円の増など事業

全体で対前年度３，６２５万５千円の増額計上となっております。 

 事業区分、６．地域振興事業では、負担金・補助及び交付金の空き家活用定住対策補助

金の対象件数を前年度より６件多く見込み、２９８万９千円増の１，３７７万円を計上。 

 事業区分、７．地域おこし協力隊事業では、前年度は１０月採用としておりましたが、

本年度は４月から採用と見込んだことなどにより、報酬、職員手当、共済費が増となるな

ど、事業全体で対前年度２６９万６千円の増額計上となっております。 

 ７１ページ、９目、地籍管理費は、前年度計上の地籍管理システム機器および設定経費

などが本年度はありませんので、目全体で１３９万５千円減の１４６万円を計上。 

 次に、７３ページ、２項、１目、税務総務費は、７４ページの事業区分、２．固定資産

評価事業の委託料に、令和６年度評価替えに向けて固定資産税標準地鑑定評価業務委託料

２６３万８千円を計上したことなどにより、目全体で２５８万２千円増の３６４万５千円

を計上。 

 その下の２目、賦課徴収費では、電子納税関連の地方共通納税システムの税目拡大など

に対応するためのシステム改修５３６万６千円とシステム使用料１０万６千円の計上など

により、目全体で４８２万３千円増の９０８万２千円を計上。 

 次に、７５ページの３項、１目、戸籍住民基本台帳費です。 

 歳入の国庫補助金の中でも説明しましたが、国が進めているマイナポイント事業に関し

全額補助で、マイナポイント付与に係る申し込み支援事務を行うこととし、報酬には、会
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計年度任用職員分５５万７千円、役務費には、モバイルルータ通信料９万８千円、使用料

及び賃借料には、マイナポイント支援用パソコンのリース料３３万円、合計９８万５千円

を計上。 

 委託料の一番下のシステム改修業務は、戸籍法と番号利用法等の関連法律が改正され、

法務省が構築する戸籍情報連携システムとの間で情報連携を行うためのシステム改修費５

８１万２千円と情報提供用個人識別符号を取得する作業経費３９万６千円、合わせて６２

０万８千円を新規に計上しております。 

 また、負担金・補助及び交付金に前年度は、個人番号カード交付事業費交付金３５３万

３千円を計上しておりましたが、総務省から地方公共団体情報システム機構へ直接補助す

ることとなったため未計上となっております。 

 これらの増減差し引きで、目全体で３８２万円増の１，３５１万２千円を計上。 

 なお、前年度まで科目の項と目名が戸籍住民登録費でしたが、歳出の説明の冒頭申し上

げましたように、地方自治法施行規則に基づき、本年度から戸籍住民基本台帳費に改める

もので、同時に事業名も改めております。 

 下の表の４項、１目、選挙管理委員会費には、前年度同額の２８万６千円を計上。 

 ７７ページの２目、知事・道議会議員選挙費は、来年４月に執行される知事・道議選挙

は３月に告示となり、本年度から選挙事務が発生しますので、執行経費のうち、本年度必

要となる２８８万５千円を計上。 

 その下の３目、参議院議員選挙費は、本年夏に執行されますが、その執行経費５４２万

２千円を計上。 

 ７９ページに掲載の衆議院議員選挙費は、本年度廃目となります。 

 次に、下の表の５項、１目の統計調査総務費では、前年度は５年ごとに行われる経済セ

ンサス実施経費を計上しておりましたが、本年度はありませんので２８万７千円減の１１

万５千円を計上。 

 次に、８１ページの６項、１目、監査委員費は、前年度同額１６０万８千円を計上。 

〇議長（須河 徹君） ここで午前１０時４５分まで休憩といたします。 

 

休憩 午前１０時３５分 

再開 午前１０時４５分 

 

〇議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 副町長。 

〇副町長（森谷清和君） 次に、８３ページ、ここからは、３款、民生費になります。 

 １項、１目、社会福祉総務費には、対前年度１２９万３千円減の３億３８２万５千円を

計上。 

 ８４ページの事業区分、１．社会福祉一般事業の負担金、補助及び交付金には、前年度

きらきら本舗運営費補助金１００万円を計上しておりましたが、国からの補助金が確保で

きたため運営支援を要しないとの申し出がありましたので本年度は未計上。その他の予算

の増減により、事業全体で４７万８千円減の２，３１３万円を計上。 

 事業区分、２．民生委員活動事業には、民生委員児童委員の改選のため、報酬に民生委
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員推薦会委員分１万２千円を計上。また、負担金、補助及び交付金に計上の民生委員児童

委員協議会活動費補助金では、３年に１回の委員研修費分が本年度計上ありませんので、

４４万６千円減の１５５万１千円を計上。 

 事業区分、３．障害者等福祉事業の委託料のうち、８６ページ、一番上の配食サービス

業務は、きらきら本舗に委託しておりますが、食材の値上げ、燃料費の高止まり、最低賃

金の上昇なども考慮して１食当たりサービス提供料を８００円から８５０円に値上げして

おります。なお、利用者負担金はこれまでどおり３００円としております。 

 事業区分、５．自立支援サービス事業は、利用人数の増減などにより、７８万２千円減

の２億１，３５０万６千円を計上。 

 事業区分、６．地域生活支援事業では、８８ページの負担金、補助及び交付金のうち北

見地域生活支援拠点負担金は、基幹相談支援センター運営事業費が１千万円近く減ったこ

となどにより、対前年度５５万６千円減の４０４万９千円を計上。 

 その下の成年後見センター運営費負担金は、新規計上のもので、置戸町と本町が北見市

を通じて北見市社会福祉協議会に委託してセンターの運営をするための負担金であります。

全体の運営費を３千万円と見込み、均等割、高齢者および障がい者人口割、申立件数割で

負担することとし、本町は２６６万円を負担することになりますが、障がい者分と高齢者

分で折半することとし、この科目には１３３万円を計上。 

 事業区分、７．重度心身障害者医療費助成事業は、助成件数の増を見込み計上。 

 事業区分、８．国民健康保険特別会計繰出金は、対前年度５４万３千円の減。 

 事業区分、９．地域人権啓発活動事業は、前年度同額を計上。 

 次に、２目、高齢者福祉費ですが、前年度まで老人福祉費でしたが、本年度から目名を

改めるものでございます。 

 目全体の予算は、対前年度６８４万５千円増の２億４，７２８万５千円を計上。 

 事業区分、１．高齢者福祉一般事業では、先ほど１目、社会福祉総務費でもご説明のと

おり、負担金、補助及び交付金に本年度新たに成年後見センター運営費負担金の高齢者分

１３３万円を計上。一つ飛んで訪問看護支援事業費補助金は、訪問回数の増により介護報

酬の増を見込んだため、町補助金は１２６万９千円減の９８２万１千円を計上。９０ペー

ジの一番上の居宅介護支援事業費補助金も居宅介護支援件数の増により介護保険事業収入

の増を見込んだため１３７万６千円減の６２７万３千円を計上。 

 事業区分、２．高齢者在宅サービス事業の委託料のうち、配食サービス業務については、

１目、社会福祉費のところでもご説明のとおり１食当たりのサービス提供料は５０円アッ

プの８５０円としております。 

 事業区分、３．介護保険特別会計繰出金では、事務費分は２３６万６千円減となりまし

たが、介護給付費分で５３９万２千円の増を見込むなど、事業全体で２７１万９千円の増

額計上。 

 一つ飛んで、事業区分、５．後期高齢者医療事業は、療養給付費負担金の増と後期高齢

者医療特別会計繰出金の増などで５８９万３千円の増となっております。 

 次に、３目、温泉保養センター費は、対前年度２３９万９千円増の２，７３６万３千円

を計上。これは、燃料費で１４２万８千円の増となったことと、９２ページの一番上の清

掃管理業務の算出根拠となる清掃員の時給単価引き上げにより、年間１０２万６千円の増
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となったことなどによるものでございます。 

 ４目、国民年金事業費は前年度同額の１万２千円を計上。 

 ３款、２項、１目の児童福祉総務費は、子ども医療費助成の減を見込むなど、対前年度

１３万５千円減の１，５７５万５千円を計上。また、事業区分、２．子育て支援事業の委

託料、システム保守業務は、子育て支援アプリ情報配信サービスの分でございます。 

 ９４ページの２目、ひとり親福祉費は、医療費の伸びを見込み、対前年度５１万２千円

増の２３２万円を計上。 

 ３目、児童措置費は、児童数の減により、児童手当の減を見込み、対前年度９６万円減

の７，１５６万円を計上。 

 ４目、児童センター費は、対前年度１１６万７千円増の１，９９０万３千円を計上。 

 これは、事業区分、１．児童センター運営事業に計上の会計年度任用職員のうち、時間

勤務、パート勤務の放課後児童支援員の時間数を増やしたことなどによるもので、事業全

体で９５万２千円増の１，７９３万２千円を計上。 

 次に、９５ページ、下段の５目、子育て支援センター費は、対前年度５０万７千円増の

９８３万１千円を計上。 

 これは、事業区分、１．子育て支援センター運営事業に計上の会計年度任用職員の共済

費１６万６千円の増。９８ページの中ほどの事業区分、２．子育て支援センター管理事業

の委託料、清掃管理業務に隔年で実施の床ワックス清掃分９万７千円を計上したことなど

によるものでございます。 

 次に、９９ページ、４款、衛生費になります。 

 １項、１目、保健衛生総務費は、事業区分、２．地域医療対策事業の地域医療報償金に、

町の保健事業や歯科診療にご尽力いただいているハート歯科も対象とすることとし、月額

２５万円、年額３００万円を追加計上したことなどにより、目全体で対前年度２６４万円

増の５，９６０万１千円を計上。 

 その他の事業は、ほぼ前年度同額を計上しております。 

 次に、１０３ページになります。 

 ２目、予防費は、対前年度１７６万３千円増の３，２９３万６千円を計上。 

 事業区分、１．健康相談・健康教育事業の委託料には、本年度健康講演会を開催するこ

ととし、講演業務委託料３３万円を計上。 

 事業区分、２．健康診査等事業では、検診単価の増により、委託料で５４万６千円増の

１，２６８万９千円を計上。 

 事業区分、３．予防接種事業では、前年度、委託料に計上の予防接種事務システム改修

費１３２万円がなくなったことなどから事業全体で対前年度１５２万７千円の減。 

 １０６ページになります。 

 事業区分、４．子ども予防保健事業には、子宮頸がんワクチンの積極的勧奨再開により

まして、需用費、医薬材料費にワクチン代１９８万円、委託料の予防接種業務で７４万３

千円、合わせて２７２万３千円を増額計上しております。 

 次に、３目、環境衛生費では、事業区分、１．葬斎場維持管理事業の需用費、修繕料は、

高圧受電設備改修費２２０万円、電動チェーンブロック交換修繕７７万円、委託料の火葬

炉設備保守点検業務には、５年に１度の電気・計装精密点検費４８万４千円を含み、その



 - 17 - 

下の火葬炉設備電動台車点検業務も５年に１度実施するもので３５万２千円を計上。これ

らにより目全体で対前年度３７９万５千円増の１，２２９万６千円を計上。 

 次に、１０７ページ、中段の４目、環境対策費では、事業区分、２．地熱エネルギー利

用施設維持管理事業の役務費・手数料には、公衆浴場法改正により貯湯槽の清掃が義務付

けとなり清掃費２２万９千円を新規計上するなど、目全体で対前年度３３万２千円増の１

７６万４千円を計上。 

 次に、一番下になりますけども、２項、１目、塵芥処理費は、対前年度８１万７千円増

の９，７２１万８千円を計上。 

 １１０ページになりますけども、需用費、消耗品費では、生ごみ、燃やすごみ、埋める

ごみの各袋の在庫状況から判断して、前年度と比べ本年度の購入枚数が少なく１１６万８

千円の減。また、修繕料では、廃棄物処理場汚水処理機械の修繕がないため５３万円の減。

委託料には、一般廃棄物収集運搬業務２本がありますが、いずれも３年間の長期継続契約

で本年度契約更新年にあたり、労務費、車両経費の上昇も考慮し、資源ごみ、粗大ごみ、

有害ごみで２４９万５千円の増。生ごみ、燃やすごみ、埋めるごみで９２万４千円の増。

一つ飛んで可燃ごみ処理業務で３８万２千円の減。その下の資源ごみ処理業務で７１万９

千円の減となっていますが、これらはいずれも暫定処理単価が下がったことによるもので

ございます。委託料全体では対前年度２３４万１千円増の６，３８３万９千円の計上。 

 ２目、し尿処理費は、北見地区スクラムミックスセンターへの搬入率の増加、２年に一

度のオゾン反応塔整備やトラックスケール整備の実施などにより、委託料のスクラムミッ

クス事業し尿等処理業務で２９５万円の増額計上となっております。 

 次に、１１１ページの５款、労働費、１項、１目、労働諸費は４万９千円の増と、ほぼ

前年度同額の１７６万９千円を計上しています。 

 次に、１１３ページ、ここからは６款、農林水産業費になります。 

 １項、１目、農業委員会費は、６万２千円増の１，３４０万円を計上。 

 なお、事業区分、１．農業委員会運営費の旅費には、前年度予定しておりましたが、新

型コロナウイルス感染拡大により中止となった道外視察研修費を前年度同額の１６５万１

千円を計上しております。 

 下段、２目、農業総務費は、北大マルシェ参加者がほぼ固定され、町職員の引率が不要

との判断から、これに関する旅費５万４千円を減額し１６万円を計上しております。 

 次に、１１５ページの３目、農業振興費は、対前年度２０万４千円増の１，３９９万７

千円を計上。 

 事業区分、２．農業経営確立事業の委託料には、玉ねぎの早期出荷品種栽培方法の確立

をめざして北見農業試験場に委託して行うくんねっぷ農業未来づくり試験委託業務に前年

度同額の１００万円を計上。 

 負担金、補助及び交付金のうち、農業振興連絡協議会負担金には、ジャガイモシストセ

ンチュウ蔓延防止対策として洗浄土場の施工、洗浄機、土のう畦畔施行代をＪＡと折半し

て負担することから、対前年度６５万円増の７０万円を計上。四つ飛んで、訓子府町メロ

ン振興会設立５０周年記念事業費補助金５万円は、同振興会が５０年の節目に記念誌を発

行することから、その経費に対する補助金であります。 

 一番下の高温・干ばつ被害対策資金利子補給金は、昨年１２月の第４回定例町議会で債
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務負担行為の議決をいただいたもので、本年度分１６万２千円を計上するものでございま

す。利子補給につきましては、令和１３年度まで続きます。 

 １１８ページ、事業区分、４．経営所得安定対策直接支払推進事業の委託料のシステム

導入業務費は、共通申請サービスシステムで１７万３千円を計上。 

 事業区分、６．農業次世代人材投資事業は、独立・自営就農を行う経営者の就農初期段

階に最大５年間にわたり資金を交付するものでございますが、平成３０年５月と平成３１

年１月に就農した２件に対するもので３００万円を計上。 

 ４目、畜産業費は、前年度と比べ１，５７１万５千円と大幅に伸びて２，０８８万９千

円を計上。 

 事業区分、２．畜産振興事業では、本年度から４年間、北海道農業公社に委託して畜産

担い手育成総合整備事業により草地整備を行うこととし、本年度は、受益戸数９戸、草地

整備３４．９ｈａを実施、事業費３，５６０万円、うち受益者負担３０％と町負担６％に

事務費と利息分を加え１，５６６万４千円を委託料に計上しております。  

 １１９ページの５目、農業基盤整備事業費は、対前年度５１２万１千円増の４億３，９

９７万７千円の計上。 

 事業区分、２．農業基盤整備事業は、５地区の道営事業費の増減により、合計で１，１

００万６千円増の２億７，９５４万円を計上。 

 １２２ページの事業区分、４．下水道事業会計繰出金は、同会計の収支不足を繰り出す

もので、対前年度５３９万８千円減の７，１９０万２千円を計上。 

 ６目、農業交流センター費は、対前年度７６１万９千円増の１，４６１万４千円を計上。

農業交流センターの高圧ケーブルは、街並み整備のため、地下埋設されておりますが、建

設以来２０年になり、老朽化で突発的な停電を引き起こす危険性があると保守点検業者か

ら指摘を受けていることから、工事請負費に更新工事費６１１万６千円を計上。また、加

工室の圧搾機が不具合を起しているということで、備品購入費に施設用備品として１０３

万４千円を計上。 

 ７目、牧場費は、対前年度３０４万６千円増の３，３６５万４千円を計上。 

事業区分、１．牧場一般事業の、１２４ページになりますが、備品購入費には、緊急事態

に備えＡＥＤ１台を設置することとし、施設用備品として２０万４千円、また牧場用携帯

電話１台を更新することとし３万５千円を計上しています。 

 事業区分、２．牧場管理運営事業では、昨年１２月１日の強風で牧場車庫の屋根が破損

したことから、その修繕費２０２万５千円を需用費の修繕料に計上。 

 その下の車両修繕料には、一般的な修繕費に加え不具合が起きているホイールローダー

のバケットシリンダー修繕２１万円とバケットピン・ブッシュの交換修繕３９万４千円な

ど１１８万５千円を計上。 

 委託料には、牧場車庫の屋根同様に昨年１２月の強風で現在使用していない畜舎屋根が

破損したことから、屋根の撤去業務４６万６千円を計上。 

 工事請負費には、牧場水源地付近の木柱が傾き倒れる危険性があるということでコンク

リート柱に建て替え、老朽化したケーブルを交換するため電気設備更新工事費２０９万円

を計上。 

 備品購入費には、老朽化した刈払機１台の更新経費９万３千円、高所作業時の墜落防止
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器具安全帯９万９千円、インパクトドライバー１台５万円、合わせて２４万２千円を計上

しています。 

 次に１２５ページ、下の表の２項、林業費になります。 

 １目、林業総務費は、対前年度４千円減の１７万６千円を計上。 

 ２目、林業振興費は、４４６万８千円減の１，４５５万３千円を計上。 

 事業区分、１．林業振興一般事業では、森林情報管理システム更新関連で、委託料の２

行目、システムをインストールするためのパソコン等設定業務５万５千円と備品購入費に

パソコン購入費として事務用備品５６万１千円を計上。なお、本年度は前年度の林道橋橋

梁点検業務１１６万７千円の計上はありません。 

 １２８ページの事業区分、２．民有林振興事業の森林環境保全整備事業補助金について

は、森林環境譲与税基金を財源に、小規模な搬出間伐を支援するものですが、事業量の減

により対前年度２７９万７千円減の７９万７千円を計上。 

 事業区分、３．有害鳥獣駆除事業では、前年度、ヒグマ用箱わなの備品購入費４２万２

千円がありましたけども本年度未計上などにより、事業全体では４８万８千円減の３７６

万円を計上。 

 次に、１２９ページ、商工費になります。 

 １項、１目、商工総務費は、対前年度１万１千円減の３９万円を計上。 

 ２目、商工業振興費は、対前年度４１７万６千円増の７，３０７万３千円を計上。 

 事業区分、１．商工業振興対策一般事業の負担金、補助及び交付金のうち、下から４行

目の店舗改修事業補助金は、補助上限額５０万円で５件分見込んで対前年度１００万円増

の２５０万円を計上。 

 下から２行目の新型コロナウイルス対策中小企業特別融資保証料補助金は、これまでの

融資実績を勘案して算出して、対前年度１１０万円減の７０万円を計上。 

 一番下の新型コロナウイルス対策店舗等改修補助金は、飲食店における第三者認証制度

の導入も想定し、１件当たり補助上限５０万円で４件分見込んで２００万円を計上。なお、

本補助金は、前年度当初予算では未計上でございましたが、６月の第２回定例町議会で補

正計上しております。 

 事業区分、２．産業観光振興対策事業の負担金、補助及び交付金の産業観光振興協議会

活動費負担金は、２年間開催できなかったふるさとまつりを盛り上げるため、ステージシ

ョーゲストの予算を１１０万円増額、また、町の対外的なＰＲのため、ＨＴＢが放送する

オホーツク魅力発信特別番組の制作協力費１２０万円、合わせて２３０万円を増額計上し

ております。 

 １３１ページからは、８款、土木費になります。 

 １項、１目、土木総務費については、対前年度１０万２千円増の１４８万３千円を計上。 

 次に、２項、１目、車両運行管理費は、対前年度６，０６０万４千円減の３，５１３万

８千円を計上。 

 事業区分、１．車両運行管理事業では、燃料費の高騰と車検台数が前年度より６台多い

２４台となったことなどにより、需用費と役務費が増額となったこと。また、備品購入費

に計上の公用自動車１台の購入費２３９万５千円を計上したことなどから、事業全体では

５２７万２千円増の２，３９８万９千円を計上。 
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 事業区分、２．除雪車両運行管理事業では、除雪車両のタイヤ購入がないことと、車検

台数が２台減ったことなどにより、需用費で４８８万８千円の減。前年度計上の除雪専用

車１台の購入費分６千万円が減となるなど、事業全体で６，５７９万円減の９９５万１千

円を計上。 

 次に、１３３ページの下の表の３項、１目、道路橋りょう総務費は、前年度とほぼ同額

の２５１万６千円を計上。 

 ２目、道路維持費は、対前年度１，７８４万６千円増の１億２，９８３万７千円を計上。 

 事業区分、１．町道維持管理事業では、あけぼの団地仲通線の歩道のインターロッキン

グブロック歩道の不陸解消のための補修費４００万円、これを需用費、修繕料に計上。 

 それから、１３６ページの工事請負費、町道舗装修繕工事費には、前年度と同じく駒里

弥生線４５０ｍを実施するとともに、本年度は、末広緑丘線２００ｍ舗装修繕も実施する

こととし、この分１，２００万円の増となり、事業全体では１，７０６万１千円増の１億

２３７万５千円を計上。 

 ３目、橋りょう維持費は、対前年度７１９万７千円増の８，０８６万２千円を計上。 

 委託料全体では、１８０万円の減となっておりますが、橋りょう点検業務は５９橋で１，

９７０万円、それから、詳細設計業務は３橋で１，５３０万円、橋りょう修繕工事積算資

料作成業務は、土木技師１名が昨年度途中で退職したことから、専門性の高い橋梁工事積

算資料作成を外部委託するもので、本年度は１橋分８０万円を新規計上。 

 工事請負費では、本年度は昭和４８年架設の駒里の中央橋の修繕工事を実施、前年度の

豊田橋よりも９００万円増の４，５００万円を計上。 

 次に１３７ページ、４項、１目、河川総務費は、対前年度１３万５千円増の１，１２６

万９千円を計上。 

工事請負費の河川改修整備工事は、集中豪雨による急激な水位の上昇がみられる協成川の

護岸補修、延長２００ｍで５００万円を計上。 

 一番下の表、５項、１目、公園費は、対前年度２６４万２千円増の２，６８４万２千円

を計上。 

 １４０ページの下の方にあります事業区分、２．各公園等維持管理事業は、対前年度２

７７万１千円の増となっておりますが、さらにページめくっていただき１４２ページの工

事請負費、公園等遊具解体撤去工事３００万円が増額要因となっております。 

 内容としましては、経年劣化が著しいあけぼの団地公園、西幸町児童遊園地、幸栄団地

公園の遊具の解体撤去を行うこととして計上。 

 次に、下段の表、６項、１目、住宅管理費は、対前年度７８５万７千円増の２，２１１

万２千円を計上。 

 事業区分、１．町営住宅維持管理事業の委託料のうち、一番下の行の物置設置解体等業

務は、幸栄団地の空き家から、日出団地内の古い物置が設置されている３棟１２戸へ物置

の再配置を行うこととし１７８万９千円を計上。 

 １４４ページの事業区分、２．住宅施策推進事業は、住宅関連施策を総合的に推進する

ための新規事業で、先進地調査旅費５万円、需用費には事業関連消耗品５万円、委託料に

は国の空き家対策総合支援事業を活用して実施の空き家実態調査業務委託料４１４万７千

円、負担金・補助及び交付金には、周辺に危険を及ぼす不良住宅等の解消を目的に、国の
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補助金を活用して空き家所有者の除去費用に対し補助するもので、補助率２分の１、補助

金上限額５０万円で２件分の１００万円、以上を合わせまして５２４万７千円を計上して

います。 

 ２目、住宅建設費は、対前年度４０４万６千円増の４，５２９万３千円を計上。 

 事業区分、１．幸栄団地整備事業の工事請負費、幸栄団地公営住宅改修工事は、前年度

同様１棟４戸の改修ですが、ウッドショックの影響などにより材料費や労務単価の上昇に

よって３００万円増の３，１００万円を計上。 

 事業区分、２．公営住宅改修事業の工事請負費、穂波団地公営住宅改修工事も前年度同

様１棟４戸の外壁、屋根の改修でございますが、先ほど同様、材料費等の上昇により１０

０万円増の１，２００万円を計上。 

 次に、１４５ページは、９款、消防費になります。 

 ９款、１項、１目、消防組合費は、対前年度１億３，１７２万円増の３億１，７２８万

８千円を計上。 

 北見地区消防組合負担金の内訳は１９３ページから掲載しておりますのでご覧ください。 

 １９３ページになります。 

 ３款、１項、３目、訓子府消防支署費は、対前年度４５０万９千円減の１億２，５７４

万５千円を計上。 

 事業区分、１．職員給与費は、前年度、退職者の１年前倒し採用１名分を計上しており

ましたが、本年度は退職者分が減となり、定数どおり１５名分の計上のため、事業全体で

７４２万２千円減の１億１，２４３万４千円を計上。 

 事業区分、２．消防行政一般経費は、前年度採用職員の消防学校入校旅費や被服代など

がなくなり、また、前年度、職員２名の大型自動車免許取得にかかる委託料７１万１千円

を計上しておりましたけども、取得済みのため未計上となったことなどにより、事業全体

で８５万８千円減の３２６万４千円の計上。 

 １９６ページ、事業区分、４．庁用光熱水費及び暖房費では、新庁舎の燃料消費量を年

間１万２，６００ℓ増の２万ℓで１５２万４千円の増を見込み、光熱水費の電気料では、新

庁舎の共用開始は１０月からでございますが、通信機器移設などがそれよりも前にはじま

りますので、新庁舎電気料を１年分見込んだのと、新庁舎共用開始前の９月までの旧庁舎

電気料を見込んだことなどによりまして、事業全体で３７３万円増の６０３万６千円を計

上。 

 次に、１９８ページの２項、３目、訓子府消防団費は、事業区分、３．消防業務費では

前年度購入の団員安全用ヘルメットと消防ホースが未計上となったことなどによりまして

１１２万２千円の減、事業区分、５．消防団員活動費では、２００ページになりますが、

訓練等出動率の向上を見込んで、旅費の費用弁償で５６万５千円の増など、事業全体で５

４万７千円の増、さらに、事業区分、６．消防団活性化推進事業費では、団員の防寒着を

一斉に揃えることなどから１４８万１千円の増、これら差し引きで、目全体で１１５万円

増の１，６２８万円を計上。 

 次に、３項、３目、訓子府消防施設費は、事業区分、３．消防施設整備事業費のうち、

委託料に消防救急デジタル無線システム、サイレン吹鳴制御システム、緊急通信指令シス

テムなどの通信機器移設経費として５，４５９万円を、備品購入費には、昭和６３年購入
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の水槽車を更新することとし、小型動力ポンプ付き水槽車１台の購入費５，３８７万８千

円、新庁舎備品購入費として２，２１８万７千円、合わせて７，６０６万５千円を計上す

るなど、目全体で１億３，１３６万６千円増の１億３，２７９万３千円を計上しておりま

す。 

 ２０１ページの４款、１項、公債費には、消防救急デジタル無線、無線遠隔サイレンデ

ジタル化事業、消防本部等庁舎建設事業分の元金と利子を計上。 

 ２０３ページの９款、１項、２目、組合共通経費は、令和２年度の国勢調査人口が反映

され、共通負担割合が上がったこと、また、本年度の臨時的経費として消防車両・救急車

両の活動状況が把握できる車両運用端末装置などの経費負担があり、対前年度３４３万６

千円増の１，６２０万１千円を計上。 

 それでは、１４５ページに戻っていただきたいと思います。 

 １４５ページ、２目、水防費は、前年度計上の救命胴衣購入は本年度ありませんので、

７万８千円減の１１万１千円の計上。 

 ３目、災害対策費は、委託料に防災ガイドマップの水害ハザードマップ作成業務費５６

万円を計上したことなどにより、対前年度６１万２千円増の１５４万２千円の計上。 

 ４目、消防施設整備費では、前年度は庁舎本体の建設工事費と工事監理費を計上してお

りましたが、本年度は、委託料にネットワーク機器移設業務費４２万７千円を、工事請負

費の消防庁舎建設工事は外構工事分で５，４８２万４千円を計上し、合わせて５，５２５

万１千円を計上。 

 次に、１４７ページ、ここからは１０款、教育費になります。 

 １０款、１項、１目、教育委員会費には、前年度、新型コロナウイルス感染の影響で中

止となった教育委員の道外研修旅費７４万円を含み２７３万６千円の計上。 

 次に、２目、事務局費は、対前年度１，８３０万円増の４，７５２万７千円を計上。 

 前年度まで事業区分、２．学校教育等一般事業に北海道訓子府高等学校教育振興会議交

付金を計上しておりましたが、本年度から分離独立させております。 

 １５０ページになりますが、積立金には、定額運用している奨学資金貸付基金の残高が

令和５年度中に底をつく見込みのため１，２８７万円を積み増しすることとして計上。こ

れにより、運用原資の総額は４，８００万円となります。 

 事業区分、５．語学指導助手配置事業では、前年度は１年分の報酬等を計上しておりま

したが、指導助手出産により現在育児休業中で、８月から復帰予定のため、８か月分のみ

の計上により、減額計上となっておりますが、１５２ページの委託料になりますが、代替

えとして４か月間、外部に指導助手派遣を委託することから、事業全体では差し引き５７

万５千円の増となっております。 

 事業区分、６．北海道訓子府高等学校振興事業は、本年度から独立して事業予算とする

ものでございます。対象生徒数の減により、通学支援対策と修学旅行支援対策合わせて前

年度と比べ９５万円減となっておりますが、新たに入学準備支援としてタブレットの購入

費補助３０人分で６０万円、北見市の通学困難区域へのバス運行費４８３万円、存続に向

けた魅力化プロジェクトアドバイザー招聘やＰＲポスター作製謝礼、合わせて２９万円な

ど前年度と比べ４８４万５千円の増額計上となっております。 

 次に、３目、スクールバス運行費では、本年度車両１台購入に伴い車両修繕費に計上の
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車検整備代が減額となるなど、需用費で１１３万８千円の減、委託料では、スクールバス

運行業務は３年間の長期継続契約ですが、本年度更新にあたり、労務単価の上昇も勘案し、

特別運行業務も含め１２４万３千円の増額、備品購入費に計上のスクールバス購入費は、

半導体不足の影響などによる値上がりを加味し、前年度より２３３万８千円増額し、目全

体で２７２万２千円増の４，８５３万３千円を計上。 

 ２項、小学校費、１目、学校管理費は、対前年度４，０６７万５千円増の１億６９６万

２千円。 

 事業区分、１．学校一般管理事業では、１５４ページ、中段の備品購入費には、訓小体

育館・放送室兼用のカメラセット３８万５千円、居小ワイヤレスマイク４万７千円など校

具等備品９４万４千円を計上しております。 

 事業区分、２．学校維持管理事業では、労務単価上昇などを勘案し、委託料全体で１３

３万４千円の増、工事請負費の１５６ページ、一番上の遊具設置工事は、訓小の鉄棒が腐

食していることから更新することとし１３０万２千円、それから訓小の砂場のコンクリー

ト枠が割れていることから更新整備費９０万２千円、居小には元の大型遊具跡地に複合遊

具を設置することとし２８３万８千円、合わせて５０４万２千円を計上。 

 事業区分、５．大規模改修事業は、現在の訓小校舎は、建設後４７年を経過し、受電設

備の故障が懸念されることから、改修することとし、工事請負費に３，３４４万円を計上

しています。 

 ２目、教育振興費は、対前年度３０１万４千円増の１，４８６万８千円。 

 事業区分、１．教育振興事業のうち、１５８ページの委託料のパソコン等設定業務８８

万円と使用料及び賃借料のライセンス使用料２８２万３千円は、児童用タブレット持ち帰

りのためのセキュリティサービス関連経費で５年分の計上です。 

 ３項、中学校費、１目、学校管理費は、１６０ページの事業区分、２．学校維持管理事

業の需用費、燃料費が４１５万９千円増額となりましたけども、前年度実施の暖房用ボイ

ラー改修予算４，１８０万円が未計上となったことなどにより、目全体では、対前年度３，

７６６万３千円減の３，３４６万８千円を計上。 

 次に、１６１ページの２目、教育振興費は、対前年度５６万７千円増の１，３１５万８

千円を計上。 

 事業区分、１．教育振興事業のうち、需用費、消耗品費では、前年度教科書改訂に伴い

教師用指導書１９６万６千円と修繕費に吹奏楽部楽器修繕５８万９千円を計上しておりま

したけども、本年度不用ですので、需用費全体で１９３万４千円の減。 

 委託料のパソコン等設定業務５５万円とその下の使用料及び賃借料のライセンス使用料

１１３万６千円は生徒用タブレット持ち帰りのためのセキュリティサービス関連経費で５

年分の計上となっています。 

 備品購入費は、体育用教材など特別教科用教材が５８万２千円の増など、事業全体で１

１１万円の増となっています。 

 事業区分、２．就学援助・奨励事業では、準要保護生徒数が２名減の３４名となるなど、

事業全体で５４万３千円の減となっております。 

 次に、１６３ページ、４項、こども園費、１目、こども園費は、３７８万５千円増の１

億１，８６８万７千円を計上。 
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 事業区分、１．こども園運営事業では、会計年度任用職員の昇給および公立学校共済組

合加入などにより、報酬、職員手当、共済費合わせて２６５万２千円の増。使用料及び賃

借料のうち、１６６ページ、上から３行目のシステム使用料については、保育教諭の業務

効率化と保護者との連携や情報発信のための保育運営システム使用料で４６万２千円を新

規計上しております。 

 １６７ページ、５項、社会教育費、１目、社会教育総務費は１５４万３千円増の１，１

５０万４千円を計上。 

 事業区分、１．社会教育一般事業では、需用費、印刷製本費に「まなベル」印刷費を計

上していますが、燃料費の高騰を背景に紙代などの値上がりを見込んで６０万８千円の増

となっています。 

 事業区分、２．社会教育推進事業では、公民館４０周年記念事業で報償費に講演料３０

万円。委託料に子ども祭り劇団風の子公演３０万円と町民参加劇公演業務委託料２０万円。

負担金、補助及び交付金には、公民館まつり実行委員会交付金２０万円、あわせて１００

万円を計上しております。 

 １７０ページの事業区分、３．芸術・文化振興事業には、アート・タウン・プロジェク

トの各種プログラムを実施するために必要な経費として２１２万４千円を計上。なお本年

度は公開作品製作最終年のため、町内のアート作品見学ツアーなどを実施することとして

おります。 

 次に、１７１ページ、２目、公民館費は、委託料の清掃管理業務が労務単価の上昇など

により対前年度７３万円の増、舞台吊物と舞台照明に不具合が出ているため、舞台吊物等

点検業務８１万９千円、その下の特定建築物定期調査報告書作成業務は、建築基準法に基

づき３年ごとに実施するもので３７万４千円の計上、備品購入費には、現在の陶芸窯が２

０年以上経ち、修理困難なため、陶芸用電気窯１台分２５３万６千円を含み、目全体では

３３８万４千円増の２，０５５万６千円を計上。 

 次に、３目、図書館費は、２３万１千円増の１，５４０万１千円を計上。 

 １７５ページ、６項、保健体育費、１目、保健体育総務費は、対前年度５万４千円増の

５５６万２千円を計上。 

 ２目、体育施設費は、対前年度１５２万８千円減の６，３１５万円を計上。 

 事業区分、１．スポーツセンター維持管理事業と１７８ページの事業区分、２．温水プ

ール維持管理事業の委託料にそれぞれ計上の清掃管理業務は、労務費の上昇などによりス

ポーツセンターで３５万２千円の増、温水プールで６５万７千円の増となっています。 

 １８０ページの事業区分、３．屋内ゲートボール場維持管理事業では、前年度の内部鉄

骨さび落とし塗装修繕費６０５万円など、対前年度６０６万８千円の減となっています。 

 事業区分、４．屋外運動施設維持管理事業の需用費、修繕料には、野球場トイレ男女各

１か所を洋式化するための経費４９万５千円などを計上しております。 

 １８２ページにかけての委託料は、労務費の上昇により各施設管理業務の増額などによ

り、委託料全体では１０８万５千円の予算増となっております。 

 次に、１８１ページの３目、給食センター費は２５５万３千円増の５，８７１万２千円。 

 事業区分、１．給食センター運営事業の需用費、賄材料費は、提供人数が１５人減った

ため７３万６千円の減。 
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 事業区分、２．給食センター維持管理事業のうち、１８４ページの需用費になりますけ

ども、燃料費が１０６万３千円増、修繕料では受変電設備の更新費用１８３万７千円の計

上など、需用費全体で３２６万４千円の増額計上となっております。 

 １８５ページの１１款は公債費であります。 

 長期債については、令和３年度末で１０本の償還が終了となりますけども、スポーツセ

ンター本体、消防庁舎本体の元金償還が始まることから、元利合わせて対前年度７，１９

１万１千円増の５億８，７２８万４千円を計上。 

 一時借入金利子は、金融機関からの一時借入５億円を４日間、基金繰替運用１億５千万

円を３日間、３億円を８日間分見込んで、合わせて９万１千円を計上しております。 

 １８７ページの１２款、災害復旧費は、科目計上で旅費のみ計上しております。 

 １８９ページは、１３款、給与費になります。 

 給与費には、特別職３名と一般職１０２名分の人件費を計上しております。一般職で１

名の減、給与改定により期末手当支給率が０．１５月下がることを見込んだことなどから

対前年度２，５４４万４千円減の７億８，６６４万５千円を計上。 

 なお、議員、各種委員、会計年度任用職員の報酬等を加えた給与費については、２１０

ページから２１４ページまでの給与費明細書を添付しておりますので、後ほどご覧いただ

くこととし説明は省略させていただきます。 

 １９１ページについては、１４款、予備費で前年度同額の４００万円を計上。 

 続きまして、２０５ページからは、これまでにご決定をいただいた分も含め、債務負担

行為のうち当該年度以降支出のあるものの調書で、前年度末までの支出見込額と本年度以

降の支出予定額を掲載しております。 

 ２０８ページの一番下段の計の欄で、本年度以降の支出予定額は、前年度までの消防庁

舎等建設事業分８億４，９００万円が完了したことなどから、対前年度７億４，７３８万

６千円減の５億５，５０４万６千円で、うち一般財源については４億４，１５８万８千円

となっております。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、予算説明資料の２２、２３ページに一覧

にしてありますので、後ほどご覧をいただきたいと思います。 

 続きまして、２０９ページは、地方債の年度末現在高に関する調書で、合計欄の一番右

の欄になりますが、令和４年度末現在高見込み額は５１億８，７３６万８千円となってお

ります。中ほどの令和３年度末現在高見込額と比べ２億８８１万２千円減少しております。 

 以上、総額を４８億３，５１０万円とする令和４年度一般会計予算案の提案説明を申し

上げました。 

 時間の関係もあり、説明不足の点、聞きにくい点、多々あろうかと思いますが、その点

につきましては、質疑の中で補足させていただきますので、ご審議の上、ご決定賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） ここで昼食のため、休憩いたします。 

 午後は１時から行いますので参集願います。 

 

休憩 午前１１時５０分 

再開 午後 １時００分 
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〇議長（須河 徹君） それでは、定刻になりました。 

 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 次に、議案第８号 令和４年度訓子府町国民健康保険特別会計予算についての提案理由

の説明を求めます。別冊予算書２１５ページです。 

 福祉保健課長。 

〇福祉保健課長（今田朝幸君） それでは、各会計予算書の２１５ページをお開き願いま

す。 

 議案第８号 令和４年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の２５ページから２８ペー

ジにわたり、国保会計の概要を記載してございます。こちらの内容につきましては、説明

を省略させていただきますが、予算編成にあたっての基本的な考えとしまして、国保税に

つきましては、事業費納付金に見合うように計上、道支出金につきましては、北海道から

の通知等により計上してございます。 

 一般会計繰入金は、法定の繰入分を繰入金として計上してございます。 

 歳出につきましては、前年度の医療費実績見込み等から推計しました保険給付費と、北

海道からの通知による事業費納付金を計上したほか、総務費に北海道クラウド運用にかか

る各種負担金を、保健事業費では、特定健診等にかかる費用を計上してございます。 

 次に、資料の８ページをお開き願います。 

 下から３行目になります。国保会計の財政調整基金保有状況を記載してございます。 

 基金は、一般会計から繰り入れます普通交付税に算入されております財政安定化支援分 

５９万４千円と、預金利子１千円を積み立てし、前期高齢者交付金等の精算に伴う返還分

１，００２万３千円と国保会計収支不足分１，６４３万９千円をあわせた ２，７０５万７

千円を取り崩し、令和４年度末の保有見込額は２，３７８万５千円となる見込みでござい

ます。 

 それでは、予算書の方に戻りまして２１５ページに戻りまして、内容の方をご説明させ

ていただきます。 

 議案第８号 令和４年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の総額

を歳入歳出それぞれ８億２，０１０万円と定めるものでございます。 

 この予算は、前年度当初と比較しまして３，３３０万円、３．９％の減となってござい

ます。 

 第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３千万円と定めるものでございま

す。 

 第３条では、歳出予算の流用についての定めでございますけども、保険給付費と国民健

康保険事業費納付金の各項の予算に過不足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用がで

きることを定めるものでございます。 

 次に２１６ページ、２１７ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載してお

り、２１８ページ、２１９ページには総括表を載せておりますので、ご覧いただくことと

しまして、２２０ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものに限って説明を

させていただきますので、あらかじめお許しをいただきたいと思います。 
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 それでは、２２０ページの歳入から説明させていただきます。 

 見開きで左側が款・項・目、右側のページが節と説明を載せてございますので、両方の

ページを見ながらお聞きいただきたいと思います。 

 １款、１項、１目の一般被保険者国民健康保険税でございますが、総額では、前年度比

２，１６０万２千円減の２億３，４２９万５千円を計上してございます。 

 ２２１ページの１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で８４６世帯、

被保険者数は１，８２５人を見込み、低所得者軽減分、限度額超過分などを勘案した上で、

事業費納付金に見合うよう算定し、収納率を９９％と見込んで１億６，６９１万５千円を

計上してございます。 

 ２節の医療給付費分滞納繰越分につきましては、前年度同額の１００万円を計上、３節

の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、医療給付費分現年課税分と同様に算出

し４，７４１万７千円を計上してございます。 

 次に、５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で４２３世帯、被保険者

数は６０９人を見込んで１，８９６万１千円を計上してございます。 

 次に、２２２ページの２段目、２款、１項、１目、保険給付費等交付金につきましては、

２２３ページの１節、普通交付金としまして、保険給付にかかる交付金分４億９，６０１

万５千円を計上。 

 また、２節、特別交付金には、保険者努力支援分３５５万円、特別調整交付金分（市町

村向け）に、特定健診受診率向上支援等共同事業に対する補助金等を含めまして６２２万

３千円、道繰入金（２号分）に、７６２万２千円、特定健康診査等負担金に２２２万６千

円の合計１，９６２万１千円を計上してございます。 

 一番下段の表になります。 

 ４款、１項、１目の財政調整基金繰入金につきましては、前期高齢者交付金等の精算に

より確定しています返還分１，００２万３千円を含めました２，７０５万７千円を計上。 

 ２２４ページの上段になります。 

 ２項、１目、一般会計繰入金の１節、保険基盤安定繰入金は、前年度実績額により、保

険税軽減分２，０９０万９千円と保険者支援分１，４１９万３千円を合わせ３，５１０万

２千円を計上。 

 ２節、出産育児一時金繰入金は４２０万円を。 

 ３節、財政安定化支援事業繰入金は、昨年度の普通交付税措置実績額の５９万４千円を。 

 ４節、その他一般会計繰入金は、国保会計を運営するための事務費等に要する経費２７

１万２千円を町の負担分として繰り入れするものでございます。 

 下段の６款、３項、４目、雑入につきましては、特定健診にかかる自己負担額の計上分

ですが、集団健診５５０名のうち、誕生健診の１４０名を除きます４１０名分の自己負担

分としまして４９万２千円を計上してございます。 

 次に、２２６ページの歳出についてでございます。 

 １款、１項、１目の一般管理費および２目の連合会負担金につきましては、国保一般事

務に要する経費としまして、合わせて前年度比８５万９千円増の７８３万７千円を計上し

てございます。増額の要因としまして、これまで６款の特定健康診査等事業費で国保デー

タベースシステムの回線使用料としまして計上していた分を一般管理費に科目変更するも
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のでございます。これは国保総合システム等でも使用しているパソコンでございまして、

国保連合会とＡＤＳＬ回線で接続されておりますけども、本サービスが令和５年１月で提

供終了することから、光回線への契約変更等にかかる通信運搬費１５万２千円と委託料の

北海道クラウドの機器更新に伴い、本町ネットワーク環境の設定変更等にかかる経費７５

万１千円を計上したことによるものでございます。 

 次に、２項、徴税費につきましては、徴収事務にかかる事務的経費でございますが、印

刷製本費が前年度比７２万円の増となってございます。本町では、これまで納付書等は電

算室にありますプリンタで出力しておりましたけども、今後はプリンタの方はせず、業者

の方に帳票を共同発注し、印刷から裁断、紙折り等の事後処理までを含めた経費を計上し

たことによる増額となってございます。 

 次に、２２８ページになります。 

 ３項、運営協議会費につきましては、運営協議会の事務的経費として、前年比２万６千

円増の１３万２千円を計上してございます。これは３年に一度、札幌市での運営協議会会

長研修会旅費の計上によるものでございます。 

 ２款、１項、療養諸費の積算につきましては、前年度からの給付、支払実績等から推計

しまして計上しておりますので、ご理解をお願いいたします。 

 まず、１目の療養給付費につきましては、前年度比１，７００万円減の４億３，３００

万円を計上。 

 ２目の療養費は、前年度比１００万円減の５００万円を計上。 

 ３目の審査支払手数料は、前年度比７万７千円減の１３１万円を計上してございます。 

 次に、２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実績により推計し

計上してございます。 

 １目の高額療養費は、前年度比６００万円減の５千万円を計上。 

 ２目の高額介護合算療養費は、これまでの給付実績を踏まえまして、前年度比９０万円

減の１０万円を計上しております。 

 次に、２３０ページになります。 

 上から２段目の４項、１目の出産育児一時金につきましては、前年同額の６３０万円、

１５人分を計上。 

 ５項、１目の葬祭費につきましては、前年度比１５万円減の３０万円を計上しておりま

す。 

 ６項、１目の傷病手当金につきましては、適用期間が本年３月までとなっておりしまし

たけども、令和４年６月末までに適用期間が延長されたことから科目計上しているもので

ございます。 

 ２３２ページになります。 

 ３款、国民健康保険事業費納付金は、北海道へ納付金を支払うための科目で、その金額

は北海道からの通知に基づき計上してございます。 

 １項、１目の医療給付費分につきましては、前年度比１，０７１万３千円減の２億２，

５２２万９千円を計上。 

 ２項、１目の後期高齢者支援金等分につきましては、前年度比２９万８千円減の５，６

３８万４千円を計上。 
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 ３項、１目、介護納付金分につきましては、前年度比９６万５千円増の２，０８５万５

千円を計上しております。 

 ２３４ページになります。 

 ６款、１項、１目の特定健康診査等事業費につきましては、国保加入の４０歳から７４

歳の被保険者を対象とした特定健診と特定保健指導に要する経費の計上分でございますが、

前年度比２０万４千円増の５４４万５千円を計上しております。増額の要因としましては、

特定健診にかかる１人当たりの健診単価の増によるものでございます。 

 右側の２３５ページになりますけども、１１節の役務費は、１款の方で説明しました国

保データベースシステムの回線使用料について、一般管理費に科目替えしておりますけど

も、特定健診のための郵送料や特定健診データ管理システム手数料としまして、３８万１

千円を計上。 

 １２節の委託料は、特定健診業務にかかる費用でございますが、６７０名分の基本健診

料などとしまして５０５万５千円を計上してございます。 

 次に、２項、１目の保健事業総務費につきましては、保健事業に要する経費分ですが、

前年度比５万７千円増の６６８万４千円の計上であります。 

 １節は、未受診者への勧奨事務等にあたる会計年度任用職員への報酬２７万９千円を、

７節、健診結果説明会での栄養相談業務などの臨時管理栄養士への報償費１２万７千円を

計上してございます。役務費は、医療費通知等の郵送料や臨時管理栄養士への傷害保険料

を合わせて３１万４千円を計上、委託料のうち独自健診業務に９０万９千円、医療費通知

等の共同電算処理特別業務に５万８千円を計上、１８節、負担金、補助及び交付金では、

特定健診受診率向上共同事業負担金に４４０万７千円を、健康診査助成金は、脳ドックに

対する助成金でございますが、前年同額の１５人分３０万円を計上してございます。 

 以上、令和４年度訓子府町国民健康保険特別会計の予算について、提案理由の説明をさ

せていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第９号 令和４年度訓子府町後期高齢者医療特別会計

予算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２３９ページです。 

 福祉保健課長。 

〇福祉保健課長（今田朝幸君） 議案第９号 令和４年度訓子府町後期高齢者医療特別会

計予算につきまして、別冊の予算案の説明資料を含めまして、ご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」のページ数、２９ページ、

３０ページに後期高齢者医療会計の概要を記載してございます。資料の内容につきまして

は、説明の方を省略させていただきますけども、予算編成にあたる基本的な考えとしまし

て、歳入では、後期高齢者医療制度において、財政運営期間が２年間とされておりまして、

保険料につきましては、令和４年度が２年ごとの見直しの年となっておりますので、北海

道後期高齢者医療広域連合から示されました保険料を計上してございます。また、低所得

者の保険料軽減分や広域連合への事務費等についても広域連合から示された額を一般会計

から繰入金として計上してございます。 

 歳出につきましては、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合への納付金の方を

計上してございます。 

 それでは、予算書２３９ページに戻りまして、内容の方を説明させていただきます。 
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 議案第９号 令和４年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算の第１条では、予算の総

額を歳入歳出それぞれ９，９２０万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初予算と比較しまして３９０万円、４．１％の増となってござい

ます。 

 ２４０ページ、２４１ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載しており、

２４２ページ、２４３ページには総括表を載せてございますので、ご覧いただくこととし

まして、内容につきまして、２４４ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なも

のについて説明させていただきます。 

 ２４４ページの歳入でございます。 

 １款、１項の後期高齢者医療保険料でございますが、北海道後期高齢者医療広域連合が

定めました保険料額に基づき計上しており、保険料算定の基礎となる均等割額は５万１，

８９２円、所得割率は１０．９８％としており、保険料総額では、前年度比１１２万４千

円増の６，６９７万７千円を計上しております。 

 まず、１目、１節、特別徴収保険料は、被保険者数を８０７人と見込み、保険料額 ４，

０８２万５千円を計上。 

 ２目、１節 普通徴収保険料は、被保険者数を２４６人と見込み、保険料額２，６１０万

２千円を計上。２節の普通徴収保険料滞納繰越分は、前年同額の５万円を計上しておりま

す。 

 次に、２款、１項、１目の保険基盤安定繰入金につきましては、低所得者の保険料軽減

分として道と町の負担分を合わせて、前年度比１５６万８千円増の２，４９３万４千円を

計上しております。 

 ２目の事務費繰入金につきましては、広域連合への共通経費分と事務経費分を合わせて、

前年度比１２０万８千円増の７１７万９千円を計上しております。増額の要因としまして、

後期高齢者医療で使用しております機器更新に伴い町が負担する事務経費が増えたことに

よるものでございます。 

 次に、歳出でございます。２４８ページをご覧いただきたいと思います。 

 まず、１款、１項、１目の一般管理費につきましては、右側の２４９ページになります

が、担当者会議へ参加するための旅費、プリンタトナー等の消耗品費、被保険者証の一斉

更新による郵便料の通信運搬費、後期高齢者医療システムの保守業務、後期高齢者医療シ

ステム使用料など、一般事務に要する経費としまして前年度比１２２万４千円増の３９８

万円を計上しております。増額の要因としましては、令和４年１０月から後期高齢者の被

保険者窓口負担割合の見直しに伴い、被保険者証を年２回、８月と１０月に更新すること

になるため、通信運搬費の増と後期高齢者システムの機器更新にかかる経費が増えたこと

によるものでございます。 

 ２項、徴収費、１目の賦課徴収費につきましては、賦課通知送付用の窓あき封筒や保険

料決定通知証送付のための郵便料など１５万８千円を計上。 

 ２款、１項、１目の後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、広域連合共通経費

の町の負担分としまして、事務費納付金３０４万３千円を計上。また、収納した保険料分

と低所得者の保険料軽減分の保険基盤安定負担金を合わせた保険料等納付金としまして９，

１９１万２千円を計上。後期高齢者医療広域連合納付金の総額は、前年度比２６６万９千
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円増の９，４９５万５千円を計上してございます。 

 ２５０ページになります。 

 ３款、１項、１目の保険料還付金につきましては、納めすぎた保険料の還付金としまし

て、１０万円を計上してございます。 

 以上、令和４年度訓子府町後期高齢者医療特別会計の予算について、提案理由の説明を

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１０号 令和４年度訓子府町介護保険特別会計予算

についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２５２ページです。 

 福祉保健課長。 

〇福祉保健課長（今田朝幸君） 各会計予算書の２５２ページになります。 

 議案第１０号 令和４年度訓子府町介護保険特別会計予算につきまして、別冊の予算案

の説明資料を含めて説明させていただきます。 

 別冊の「各会計予算案の説明資料」の３１ページから３６ページに介護保険会計の概要

を記載してございます。 

 内容につきましては、説明の方を省略させていただきますけども、予算編成にあたって

の基本的な考えとしまして、歳入では、令和３年度から令和５年度までの第８期事業期間

に要します保険給付費を基礎としまして積算しました介護保険料をはじめ、国庫支出金、

支払基金交付金、道支出金を計上したほか、介護認定等にかかる所要額を含めた町の負担

分の一般会計からの繰入金を計上してございます。 

 また、歳出の方は、保険給付費、介護認定審査会費、事業の運営経費等のほか、地域支

援事業費では、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業・任意事業分を計上し

てございます。 

 資料の８ページの方をお開きいただきたいと思います。 

 基金の保有状況でございますけども、下から２行目に記載してありますように、介護保

険特別会計収支の不足分および介護保険料の抑制のための取り崩しを行うことによりまし

て、令和４年度末の介護給付費準備基金保有見込額は８６９万２千円となる見込みでござ

います。 

 それでは、予算書２５２ページに戻りまして、内容を説明させていただきます。 

 議案第１０号 令和４年度訓子府町介護保険特別会計予算の第１条では、予算の総額を

歳入歳出それぞれ６億２，９５０万円と定めるものでございます。 

 この予算は、前年度当初予算と比較しまして４，０１０万円、６．８％の増となってご

ざいます。 

 第２条では、一時借入金の借入最高額を前年同額の３千万円と定めるものでございます。 

 第３条では、歳出の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に過不

足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用ができることを定めるものでございます。 

 次に２５３ページ、２５４ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載して

おり、２５５ページ、２５６ページには、総括表を載せてございますので、ご覧いただく

こととしまして、２５７ページ以降の事項別明細書によりまして、特徴的なものに限って

説明させていただきますので、お許しをいただきたいと思います。 

 ２５７ページの歳入でございます。 
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 まず、１款、保険料でございますが、第８期介護保険事業計画によりまして、令和３年

度から令和５年度までの基準保険料を月額５，６５０円、年額で６万７，８００円として

算定してございます。 

 また、保険料段階は、負担が過重にならないよう、国の標準段階と同じ第１段階から第

９段階とし、第１段階から第３段階までの低所得者への保険料軽減を図ってございます。 

 １項、１目、第１号被保険者保険料、２５８ページの１節、特別徴収保険料につきまし

ては、被保険者総数を１，７６６人と見込み、保険料額を１億８６２万２千円。 

 ２節の普通徴収保険料につきましては、被保険者数を１８８人と見込み、保険料額を１，

０９５万８千円とし、介護保険料の総額を前年度比７３０万５千円増の１億１，９５８万

１千円を計上してございます。 

 次に、２款、１項、１目 介護給付費負担金につきましては、現年度分としまして、保険

給付費に対する国のそれぞれの負担割合を乗じた１億２３１万５千円を計上しております。 

 ２項、１目、調整交付金につきましては、財政力格差調整のための交付金でございます

が、現年分としまして、過去の実績からの保険給付費の７．４６％、４，０４２万２千円

を計上しております。 

 ２５９ページになります。 

 ２目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現年度分

で、介護予防・日常生活支援総合事業費に要する費用の２５％、３４６万円を計上。 

 ３目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましても、現年度分としまして、

包括的支援事業・任意事業費に要する費用に対し３８．５％の４４６万４千円を計上。 

 また、４目の保険者機能強化推進交付金は、高齢者の自立支援・重度化防止等に資する

取り組みに対し交付されるものでございますが、前年実績額の１０４万１千円を計上。 

 ５目、介護保険保険者努力支援交付金は、介護予防や健康づくり等に資する取り組みに

対し、評価指標の達成状況に応じまして自治体に交付されるものでありますけども、昨年

実績額の１０９万４千円を計上するものでございます。 

 次に、３款、１項、支払基金交付金、１目、介護給付費交付金につきましては、現年度

分としまして、保険給付費の２７％、１億６，０４１万９千円を計上。 

 ２目の地域支援事業支援交付金につきましては、現年度分としまして、介護予防・日常

生活支援総合事業に要する経費の２７％、３７３万７千円を計上しております。 

 次に、４款、１項、１目、介護給付費負担金は、現年度分としまして、保険給付費に対

し、それぞれ道の負担割合を乗じました９，０７８万２千円を計上。 

 ２項、１目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現

年度分としまして、介護予防・日常生活支援総合事業費の１２．５％の１７３万円を。 

 ２目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましては、現年度分としまして、

包括的支援事業・任意事業費の１９．２５％の２２３万２千円をそれぞれ計上しておりま

す。 

 ２６１ページの２段目になります。 

 ６款、１項、１目、介護給付費準備基金繰入金につきましては、介護保険料の抑制分と

介護保険会計の収支不足の補填分としまして３７７万４千円を繰り入れするものでありま

す。 
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 ２項、１目、一般会計繰入金、２６２ページの１節、介護給付費繰入金につきましては、

保険給付費に要する町負担分１２．５％の７，４２６万９千円を。 

 ２節、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）繰入金は、介護予防・日常生活支

援総合事業分に要する町負担分１２．５％の１７３万円を。 

 ３節、地域支援事業（包括的支援・任意）繰入金は、包括的支援事業・任意事業費分に

要する町負担分１９．２５％の２２３万２千円を。 

 ４節、その他一般会計繰入金につきましては、特別会計を運営するための事務費等に要

する経費としまして９７９万７千円を。 

 ５節、低所得者保険料軽減繰入金につきましては、第１段階を０．５から０．３に、第

２段階を０．６３から０．５に、第３段階を０．７５から０．７とそれぞれ基準額に対す

る負担割合に軽減するため、６３９万７千円を軽減負担分として繰り入れするものであり

ます。 

 次に、２６５ページの歳出になります。 

 １款、１項、１目、一般管理費につきましては、担当者会議や研修会等へ参加するため

の旅費、被保険者証や負担割合証等の消耗品費、各種通知書等の送付にかかる通信運搬費、

介護保険システム保守業務、介護保険システムデータセンター使用料など、一般事務に要

する経費としまして前年度比２２０万４千円減の２５５万３千円を計上してございます。

減額の要因としまして、制度改正に伴うシステム改修がなくなったことと各施設への求人

広告の補助金を廃止したことによるものでございます。 

 次に、２項、徴収費、１目、賦課徴収費につきましては、納付書や督促状の送付に使用

する窓開き封筒の印刷費や郵便料としまして１９万９千円を計上してございます。 

 ３項、１目の介護認定審査会費につきましては、北見市、置戸町と共同設置しておりま

す介護認定審査会経費としまして３６３万円を計上。 

 ２目の認定調査費では、介護認定調査に要する経費としまして２８４万２千円を計上し

ております。 

 ２６７ページになります。 

 ２段目になりますけども、４項、１目の趣旨普及費につきましては、介護保険制度のＰ

Ｒを図るための経費としまして５０万２千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目、居宅介護サービス給付費でございますが、居宅要介護者にか

かる給付分で、利用者の増によりまして、前年度比２，５２７万９千円増の１億４，８８

０万６千円を計上。 

 ３目、地域密着型介護サービス給付費は、認知症対応型共同生活介護、いわゆるグルー

プホームの利用に対する給付に７，９４３万７千円を計上し、５目、施設介護サービス給

付費は､施設サービスにかかる給付費ですが、特養や老人保健施設への入所者の増によりま

して、前年度比１，２７０万２千円増の２億７，８２９万４千円を計上しております。 

 ２６９ページになります。 

 ７目、居宅介護福祉用具購入費は、前年度比２０万円減の８０万円を計上。 

 ８目、居宅介護住宅改修費は、前年度比５０万円減の１５０万円を計上。 

 ９目、居宅介護サービス計画給付費は、２，０７６万８千円を計上してございます。 

 ２項、介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、２の被保険者に対する介護
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予防に要する経費を計上してございます。 

 １目、介護予防サービス給付費は、居宅要支援者にかかる給付で、サービス利用者の増

によりまして前年度比５５８万９千円増の９８６万５千円を計上。 

 ５目、介護予防福祉用具購入費に４０万円を計上。 

 ６目、介護予防住宅改修費には１４０万円を計上。 

 ７目、介護予防サービス計画給付費につきましては、ケアプランの作成給付費でござい

ますが、前年度比１０５万７千円増の２９０万５千円を計上してございます。 

 次に、２７１ページになります。 

 ３項、１目、審査支払手数料は、介護給付費の請求にかかる審査支払手数料としまして

４４万８千円を計上しております。 

 ４項、１目、高額介護サービス費は、要介護被保険者の介護サービス自己負担額が、一

定額を超えた場合に給付するものでありまして１,３８９万円を計上。 

 ２目、高額介護予防サービス費は、要支援者に対する高額給付費で、前年同額の１０万

円を計上しております。 

 ５項、１目、高額医療合算介護サービス費は、要介護被保険者の介護保険と、医療保険

の自己負担の合計額が、年間で一定額を超えた場合に給付するもので、前年同額の２６０

万円を計上しております。 

 ２目、高額医療合算介護予防サービス費につきましては、要支援者に対する給付となり

ますが１０万円を計上しております。 

 ６項、１目、特定入所者介護サービス費は、施設入所者への食費、居住費の補足的給付

としまして、前年度比１６３万５千円減の３，２７２万５千円を計上。 

 ３目、特定入所者介護予防サービス費は、要支援者の短期入所サービス利用者に対する

食費、滞在費の補足的給付としまして１０万円を計上しております。 

 ２７３ページになります。 

 ３款、地域支援事業費、１項、１目、介護予防・生活支援サービス事業費につきまして

は１，３３６万２千円を計上しています。主な内容としましては、２７４ページ、委託料

のサービス計画作成業務に８６万２千円、運動指導等業務に１６５万１千円。 

 １８節、負担金、補助及び交付金の介護予防・生活支援サービス事業費では、要支援者

にかかる訪問型・通所型サービス事業に１，０７７万３千円を計上してございます。 

 ２目、一般介護予防事業費につきましては、住民が主体的に実施します活動の普及推進

や身近な地域での介護予防事業の実施を目的に４７万９千円を計上しております。委託料

の老人クラブや町内会の集いのほか「いきいき百歳体操」への専門職派遣による運動指導

等業務に２９万８千円を計上してございます。 

 次に、包括的支援事業・任意事業費、１目、総合相談支援事業費につきましては、地域

におけます関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活実態、

必要な支援等を把握、相談を受けるなど地域における適切な保健・医療・福祉サービスな

どにつながる支援を行う経費としまして７１０万７千円を計上しております。主な内容は、

地域包括支援センター職員への人件費に充当するため、一般会計繰出金として７０５万２

千円を計上しております。 

 ２７５ページになります。 
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 ３目、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費につきましては、主治医・ケアマネ

ージャー・地域の関係機関との連携を通じまして、ケアマネジメントの後方支援を行うた

めの経費としまして１４万７千円を計上。 

 ４目、地域包括支援センター運営費につきましては、介護サービス事業者のネットワー

ク化など支援システムを構築する取り組みや地域包括支援センターの運営協議会に要する

経費としまして１２１万１千円を計上しております。 

 ５目、生活支援体制整備事業費につきましては、生活支援・介護予防サービスの体制整

備にかかる協議体や生活支援コーディネーターの経費で１２６万７千円を計上しておりま

す。主のものですけども、２７６ページの生活支援コーディネーター業務にかかる委託料

としまして１１５万２千円を計上してございます。 

 ６目、認知症総合支援事業費につきましては、認知症初期集中支援推進事業にかかる経

費としまして４４万円を計上してございます。主な内容としましては、２７８ページの委

託料、認知症の人を含めた集いの場における相談や支援業務にあたる専門職派遣業務に６

万５千円、北見赤十字病院への認知症初期集中支援チーム業務に２８万３千円を計上して

います。 

 ７目、在宅医療・介護連携推進事業費につきましては、在宅医療と介護の連携に要する

経費としまして、前年同額の２３万５千円を計上。 

 ８目、地域ケア会議推進事業費につきましては、介護支援専門員の資質向上やケアマネ

ジメントの向上を図る経費としまして１２万円を計上。 

 ９目、任意事業費は、認知症高齢者等に対する成年後見制度利用にかかる経費や家族介

護用品購入に対する費用としまして１０７万３千円を計上してございます。 

 以上、令和４年度介護保険特別会計の予算について、提案理由の説明をさせていただき

ました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１１号 令和４年度訓子府町下水道事業特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２８２ページです。 

 上下水道課長。 

〇上下水道課長（渡辺克人君） 各会計予算書の２８２ページをお開き願います。 

 議案第１１号 令和４年度訓子府町下水道事業特別会計予算につきましてご説明いたし

ます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３９ページをご覧いただ

きたいと思います。 

 下水道会計の予算編成にあたっての大筋を記載しております。 

 まず、歳入については、特に、国庫支出金に今年度で終了します下水処理施設の設備更

新にかかる補助金を昨年度に引き続き計上しております。 

 また、地方公営企業法適化に向けた移行業務の財源として、昨年度に引き続き地方公営

企業会計適用債を計上しております。 

 次に、歳出につきましては、歳入でご説明しました下水道施設の設備改修にかかる工事

費用を。 

 また、地方公営企業法適用にかかる業務委託料を計上しております。 

 なお３７ページ、３８ページに下水道事業特別会計の概要を、３９ページの中段には投
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資的事業の内訳を載せておりますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

 それでは、予算書の２８２ページに戻りまして、まず、第１条第１項で予算の総額を歳

入歳出それぞれ２億４，９１０万円と定めるものであります。 

 また、第２項では、歳入歳出予算の区分ごとの金額は、次ページの第１表 歳入歳出予

算によるものと規定しております。 

 第２条では、地方債について定めておりますが、後ほど、第２表 地方債で説明させて

いただきます。 

 第３条では、一時借入金の借り入れ最高額を１億円と定めております。 

 それでは、２８５ページをお開きください。 

 第２表 地方債でありますが、起債限度額を農業集落排水事業で３，０６０万円、個別

排水処理施設整備事業で１，４００万円、地方公営企業法適用事業で２，２７０万円、合

わせて６，７３０万円と定めようとするものであります。 

 それでは、総括部分は割愛しまして、２８８ページの事項別明細書、歳入をご覧くださ

い。 

 右側の説明欄の特徴的な部分について説明いたします。 

 ２款、１項、１目、農業集落排水施設使用料につきましては、前年度使用料の実績を勘

案し５，０９５万９千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設使用料につきましては、本年度の新規設置数なども見込み１，

５４３万９千円を計上しております。 

 ３款、１項、１目、国庫補助金につきましては、農業集落排水事業により、農業集落排

水管理センターの設備改修のための工事費など６，１３０万円に対する補助率５０％とい

うことで３，０６５万円を計上しております。 

 次に、２９０ページ、４款、１項、１目、一般会計繰入金につきましては、歳出総額か

ら分担金・使用料 ・補助金・町債等の自主財源および特定財源を差し引き、その不足額を

一般会計から繰り入れするもので、前年度と比較して５３９万８千円減となる７，１９０

万２千円を計上しております。 

 ６款、３項、１目、雑入の消費税還付金につきましては、令和３年度の決算見込みを基

に消費税の算出を行ったところ、課税売上消費税に比べ、課税仕入れ消費税が多くなる見

込みとなったことから１，０５７万２千円を計上しております。 

 次に、７款、１項、１目、農業集落排水事業債につきましては、農業集落排水事業の補

助残に充てるため、下水道債と過疎債合わせて３，０６０万円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業債につきましては、事業費の起債対象経費分として、

下水道債と過疎債合わせて１，４００万円を計上しております。 

 次に、２９２ページ、３目、公営企業会計適用債につきましては、国から令和５年度ま

でに下水道事業を地方公営企業法の適用に移行することが要請されていることから、それ

に要する令和４年度分の費用として２，２７０万円を計上しております。 

 次に、２９４ページから歳出について説明いたします。 

 全体をとおしまして、需用費など物件費や委託料については、各施設の運転運用にかか

る資材費や燃料費、委託業務経費となっており、前年度の実績を基本に計上しております

ので増減の大きな部分を中心に説明させていただきます。 
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 １款、１項、１目、一般管理費につきましては、前年度と比較し６９９万３千円増の２，

６９２万３千円を計上しております。 

 １２節、委託料は、下水道事業を地方公営企業法に適用するため、令和４年度につきま

しては、固定資産評価業務と法適用移行事務支援業務の費用として２，２７１万５千円を

計上しております。 

 ２７節、繰出金は、使用料賦課徴収経費の下水道負担分として、水道事業会計へ繰り出

すものですが、徴収にかかる経費の増などにより、前年度と比較し１６２万２千円増の３

８４万８千円を計上しております。 

 次の２項、１目、農業集落排水管理費につきましては、前年度と比較し２７５万７千円

増の６，８０４万３千円を計上しております。 

 １０節、需用費、光熱水費では、前年の実績を踏まえ５９万７千円減の１，２９５万５

千円を計上しております。 

 １１節、役務費、手数料では、農業集落排水管理センターの設備改修工事にかかる汚泥

引抜手数料の減などにより５０万９千円減の２４８万４千円を計上。 

 １２節、委託料の処理施設維持管理業務では、３年ごとの長期継続契約の見直しにより

４２９万円増の３，８０８万２千円を計上しております。 

 次の２９６ページ、２目、個別排水管理費につきましては、前年度と比較し１１１万１

千円増の２，０７７万８千円を計上しております。 

 １０節、需用費では、合併浄化槽消耗品および付帯設備部品の交換、不具合個所の修繕

費用として、前年と比較し１５万８千円増の６８万３千円を計上。 

 １２節、委託料では、浄化槽点検基数および労務単価の増に伴い９０万６千円増の１，

７０１万３千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目、農業集落排水事業費につきましては、前年と比較し１憶４，

８４５万６千円減の６，１３４万７千円を計上しています。 

 １４節、工事請負費では、令和２年度から令和４年度において実施します設備更新工事

のうち、本年度分の工事費６千万円を計上しております。 

 この財源については、収入でも説明しましたが、国庫補助金５０％と残りは起債となっ

ております。 

 １８節、負担金、補助及び交付金では、今回の設備更新事業に伴う土地改良事業団体連

合会の特別賦課金４万７千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年と比較し９万９千円増の１，

９０２万５千円を計上しております。 

 １４節、工事請負費では、本年度４基の設置工事分として、昨年度比９万７千円増の１，

６９３万７千円を計上しております。 

 ２９８ページ、３款、１項、公債費については、償還計画に基づき必要額を計上してい

ます。 

 続きまして、３００ページは、債務負担行為のうち当該年度以降支出のあるものの調書

で、前年度末までの支出見込額と 本年度以降の支出予定額を掲載しており、３００ページ

の最下段の計の欄にありますように、本年度以降の支出予定額は３，１５１万５千円で、

そのうち一般財源は１万５千円となっております。 
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 なお、本年度分の支出予定額につきましては、説明資料の３９ページに一覧にしてあり

ますので、後ほどご覧をいただきたいと思います。 

 続きまして、３０１ページにつきましては、地方債の調書であり、令和４年度末におけ

る元金残高は増減を算定し表の右下に記載のとおり６億６，６０５万４千円となる見込み

であります。 

 以上、令和４年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案理由の説明を

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１２号 令和４年度訓子府町水道事業会計予算につ

いての提案理由の説明を求めます。別冊予算書３０３ページです。 

 上下水道課長。 

〇上下水道課長（渡辺克人君） 各会計予算書３０３ページになります。 

 議案第１２号 令和４年度訓子府町水道事業会計予算につきまして、提案理由の説明を

させていただきます。 

 第１条の規定によりまして、第２条では、業務の予定量を定めております。給水件数は

２，０９０件、年間総給水量は６２万５千㎥、１日平均給水量は１，７１２㎥とし、主要

な建設改良事業につきましては、大谷水系導水管更新事業、総事業費６，９４０万円、老

朽管更新事業、総事業費４，１４８万円。機器更新事業、総事業費１８５万円となってお

ります。 

 次に、第３条では、収益的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入については、第

１款、水道事業収益が第１項、営業収益と第２項、営業外収益を合わせて１億７，４２７

万円の計上です。 

 支出については、第１款、水道事業費用が、第１項、営業費用、第２項、営業外費用、

第３項、予備費を合わせて１億５，３０４万５千円の計上となります。 

 次に、第４条では、資本的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入については、第

１款、資本的収入が第１項、企業債、第２項、補助金を合わせて１億３，０１３万７千円

を計上しております。 

 支出については、第１款、資本的支出が、第１項、建設改良費、第２項、企業債償還金

を合わせて１億６，４２３万円の計上でありますが、第４条のカッコ書きに記載しており

ますとおり収入額が支出額に対して不足する額３，４０９万３千円は過年度分損益勘定留

保資金で補填するものであります。 

 なお、３条の収益的収支および４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほど３

０７ページ以降の実施計画説明書で説明させていただきます。 

 次に、３０４ページ、第５条の企業債につきまして、表に記載のとおり各事業の起債限

度額の合計を９，３２０万円とし、証書借入で年利５％以内、償還方法は記載のとおりと

なっております。 

 第６条の一時借入金の限度額につきましては１億円と定めております。 

 第７条につきましては、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、

職員給与費２，８５４万３千円と定めております。 

 次の第８条につきましては、一般会計などから、この会計に補助を受ける金額を２，９

３２万７千円と定めるものです。 
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 第９条のたな卸資産につきましては、メーター器等の購入限度額を７８５万円と定めて

おります。 

 それでは、３０７ページ以降の令和４年度訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書に

ついて説明いたします。 

 まず、収益的収入及び支出については、経営活動に伴い発生する全ての収益と費用を計

上するものですが、全体を通して直近の実績に基づき計上しております。説明については、

右側の説明欄に沿って特徴的な部分を中心に説明いたします。 

 まず、収益的収入の１款、１項、営業収益、１目、給水収益ですが、水道料金につきま

しては、過去３年間の使用水量を勘案し１億４，８４７万２千円を計上しております。 

 ２目、その他営業収益ですが、下の負担金、消防用水負担金では、新消防庁舎の開所に

伴い、消防用水負担金の見直しを行い、令和４年度から２万円を計上、同じく、負担金の

下水道会計負担金では、徴収にかかる経費の増などにより前年と比較し１６２万２千円増

額の３８４万８千円を計上しております。 

 次に、２項、営業外収益、２目、他会計補助金ですが、下水道事業業務併任分として、

人件費補助７６９万５千円を含め１，０７５万６千円を計上しております。 

 ３目、長期前受金戻入は、補助金・工事負担金・受贈財産評価数をもって取得した資産

について、その減価償却に合わせて収益化するもので、合計で１，０８３万１千円を計上

しております。 

 次に、３０８ページの収益的支出ですが、１款、１項、営業費用、１目、原水及び浄水

費、これは、水源施設および浄水施設に要する経費になります。 

 中段の修繕費の施設機械等修繕では、一般修繕のほか、大谷浄水場の残留塩素計と次亜

塩素注入ポンプの交換費用を含め５５４万７千円を計上しております。 

 下の負担金の鹿ノ子ダム維持管理負担金については、鹿ノ子ダムの維持管理費減に伴い、

前年より２３万５千円減の８２万３千円を計上、これらを含めて１００万５千円を計上。 

 次に、２目、配水及び給水費、これは、配水施設および給水施設に要する経費になりま

す。 

 修繕費の検満メーター設備整備については、３７３基の設置料で６９１万円、同じく、

材料費の水道メーター器については、その購入費用として７４３万５千円を計上していま

す。 

 次に、３０９ページ、３目、総係費ですが、これは事業活動全般に関連する経費になり

ます。 

 給料、手当、賞与引当金繰入額、法定福利費については、４名分の計上となっておりま

すが、収入で説明しましたとおり下水道事業事務併任分につきましては、一般会計から補

助金として充当されております。 

 次に、中段の備消品費では、参考図書、事務消耗品のほか、公用車の消耗品等を計上し

２３万５千円。 

 ４行下の委託料の水道施設管理業務委託では、３年ごとの長期継続契約の見直しにより 

前年と比較し６９万９千円増の８５８万円を計上。同じく、委託料のシステム機器保守業

務委託では、会計システムのバージョンアップに伴う導入経費と保守料金の見直しにより

５７６万６千円を計上しております。 
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 次に、３１０ページ、４目、減価償却費は、有形・無形固定資産について、それぞれ今

年度費用の該当分３，９０９万６千円を計上しております。 

 ５目、資産減耗費につきましては、減価償却が終了していない固定資産の廃棄に伴うも

ので該当分１３万１千円を計上しております。 

 この２目については、いずれも現金支出の伴わない企業会計特有の予算計上となります。 

 次に、２項、営業外費用、１目、支払利息は、それぞれ必要額７７５万７千円を計上。 

 ２目、消費税及び地方消費税の消費税納付については、支出よりも収入にかかる消費税

額が大きくなる見込みで１万８千円を計上しております。 

 ３目、雑支出は、約１％となる水道使用料還付金１９万円を含め２０万円を計上。 

 ３項、予備費につきましては、例年と同額の３０万円を計上。 

 次に、３１１ページ、資本的収入及び支出については、施設の建設など固定資産の取得

に関わる収支を計上するものです。 

 まず、資本的収入でありますが、１款、１項、１目、建設改良費等に充てるための企業

債につきましては、老朽管更新で道道北見白糠線・北２条線の２路線、機器更新、これは

北栄ポンプ場送水ポンプの更新になります。それと基幹管路更新事業、これは大谷水系導

水管更新になります。この調査設計を予定しており、それに充てる企業債９，３２０万円

計上しております。 

 ２項、１目の他会計補助金につきましては、過去に実施しました事業の起債償還元金に

対する一般会計からの補助金１，８５７万１千円を計上しております。 

 同じく、２目、国庫補助金につきましては、基幹管路更新事業に対する国からの補助金

であります生活基盤近代化事業基幹改良補助金１，８３６万６千円の計上になります。 

 次に、３１２ページ、資本的支出ですが、１款、１項、１目、施設整備費につきまして

は、大谷水系導水管更新の調査設計業務にかかる経費でありますが、旅費、備消品費、燃

料費、委託料を合わせまして６，９４０万円を計上しております。 

 ２目、施設改良費につきましては、委託料として、道道北見白糠線道路横断工の調査設

計費４４６万円、工事請負費としまして、老朽管更新事業では、道道北見白糠線、延長２

７０ｍ分で２，７１２万円、北２条線、延長１００ｍ分で９９０万円、機器更新事業、北

栄送水ポンプ場のポンプ１台ですが１８５万円、３事業合わせて３，８８７万円を計上し

ております。 

 ３目、固定資産購入費につきましては、量水器設備費として、新設のメーター器１８台

の購入代金４１万５千円を計上しております。 

 ２項、１目、企業債償還金につきましては、償還計画額の５，１０８万５千円を計上し

ております。 

 次に、３１３ページの令和４年度水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書につきま

しては、一年度中の現金の流れを見るための報告書でありますが、業務活動では、プラス

３，９８０万円、投資活動では、マイナス６，７５９万３千円、財務活動では、プラス４，

２１１万５千円、トータルの資金増加額はプラス１，４３２万２千円を予定しております。 

 ３１４ページ、給与費明細書以降の財務諸表等につきましては、後ほどご覧いただくこ

ととし説明は割愛させていただきます。 

 別冊の「各会計予算案の説明資料」の４０ページには、投資的事業の概要、また、４５
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ページと４６ページには、その整備箇所について図示しておりますので後ほどご覧いただ

きたいと思います。 

 以上、令和４年度訓子府町水道事業会計の予算について、その提案理由の説明をさせて

いただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１４号、議案第７号から議案第１２号まで

の各案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 ここで午後２時３０分まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時１３分 

再開 午後 ２時３０分 

 

〇議長（須河 徹君） 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 

    ◎議案第１３号、議案第１５号、議案第１６号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２４、議案第１３号、日程第２５、議案第１５号、

日程第２６、議案第１６号を議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１３号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いての提案理由の説明を求めます。議案書８７ページです。 

 総務課長。 

〇総務課長（硯見康之君） 議案書の８７ページになります。 

 議案第１３号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第６号）の一部を改正する条例を次のよ

うに制定しようとするものでございます。 

 今回の改正につきましては、非常勤職員、いわゆる会計年度任用職員の育児休業の取得

要件の緩和などを行うため、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正しようとするも

のでございます。 

 記以下の説明につきましては、次の８８ページの新旧対照表によりご説明をさせていた

だきます。 

 左側が改正案、右側が現行でございまして、それぞれ下線部が今回の改正部分となりま

す。 

 まず、上段の第２条の改正でございますが、非常勤職員が育児休業を取得できる要件を

緩和する改正でございます。第３号で定める育児休業をすることができない非常勤職員以

外の非常勤職員、いわゆる、育児休業を取得できる非常勤職員の要件でございます。こち

らのうち「引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員」という要件を削除するた

め第３号中アの（ア）を削り、イ以下を繰り上げるものでございます。 

 次に、中段の第１６条の改正でございます。こちらにつきましても、同じく非常勤職員

が部分休業、いわゆる育児時間と呼ばれるものでございますが、こちらを取得できる要件

を緩和する改正で、第２号で定めるいわゆる部分休業を取得できる非常勤職員の要件のう

ち「引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員」という要件を削除するという改
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正を行うものでございまして、同号のア・イを削り、同号の本則中「次のいずれにも該当

する」という部分を、イで定めていた「勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮し

て規則で定める非常勤職員」に改めるものでございます。 

 次に、下段の部分でございます。こちらの部分につきましては、次のページにまたがり

ますが、育児休業を取得しやすい相談体制・勤務環境の整備に関する措置を新たに定める

ため、２条を追加するものでございます。まず、第２３条といたしまして、職員又は職員

の配偶者が妊娠、出産等を申し出た場合は、育児休業の制度説明と職員の育児休業請求の

意向確認をすること、８９ページになるんですけれども、第２項といたしまして、当該職

員がその申し出をしたことで不利益な取り扱いをしてはならないということの規定を追加

してございます。 

 続きまして、第２４条として、育児休業の承認請求が円滑となるように、職員の研修の

実施、相談体制の整備等を任命権者はしなければならない旨を条追加するものでございま

す。 

 ８７ページを戻っていただきまして、附則といたしまして、この条例は、令和４年４月

１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第１３号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について、

提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願

いいたします。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１５号 訓子府町自転車等の放置防止に関する条例

の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９１ページです。 

 農林商工課長。 

〇農林商工課長（大里孝生君） 議案第１５号 訓子府町自転車等の放置防止に関する条

例の制定について、その提案理由を説明させていただきます。 

 条例制定の背景として、当課で所管する農業交流センター駐輪場における放置自転車の

問題が懸案事項としてありました。また同様に、町の施設で駐輪場を持つ他の課とも調整

を図った結果、その適用範囲を公共施設等として条例を整備することに至っております。 

 それでは、本条例のポイントとなる事項のみ９２ページから説明申し上げます。 

 まず、第１条で公共施設等における自転車等の放置を防止することにより、町民の生活

環境の保全と施設機能の維持を図るなどの目的をここで述べております。 

 真ん中ぐらいにいきまして、第３条でありますけど、ここで自転車等の設置を禁止する

というようなことを定義した上で、続いて第４条、第４条からが具体的な措置となりまし

て、ここでは長期間の放置が認められる場合、町長が定めた保管場所で保管する旨を告知

するための注意札というものを自転車に取り付ける注意喚起を行うということで規定して

おります。 

 続きまして、第２項では、それから１週間を経過しても状態が変わらない場合、はじめ

て保管場所に撤去して保管を行うことをここで規定しております。 

 続きまして、第５条では、前条第２項の規定により、撤去し保管したことを告示するた

めの立て看板などの設置やその保管台帳の整備をしなければならないということを規定し

ております。ここでいう告示は立て看板等のほか、ホームページ等による告示というもの

も想定しております。 
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 続きまして、第５条の第２項では、それと同時進行で防犯登録や通学許可証などから警

察などを通じて照会をして利用者が特定できないかを調べて、次の第３項、このページの

一番下になります第３項では、利用者が判明した場合、書面をもって町から通知すること

を規定しております。 

 続いて９３ページにまいります。 

 ９３ページの８行目ぐらいから説明してまいります。 

 第６条は、原課として、こういった事態は想定しにくいと考えておりますけども、利用

者が保管自転車などを引き取る場合の手数料金額を自転車１台につき千円、原動機付自転

車１台につき３千円と定めております。 

 ７条は飛ばしまして、第８条、こちらが告示の日から６か月を経過しても町が利用者に

自転車を返還できない場合、所有権は町に帰属し、町が処分できると規定するものです。 

 最後に、附則で本条例の施行を令和４年４月１日からとしております。 

 以上、議案第１５号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１６号 オホーツク町村公平委員会規約の変更につ

いての提案理由の説明を求めます。議案書９４ページです。 

 総務課長。 

〇総務課長（硯見康之君） 議案書の９４ページをお開きください。 

 議案第１６号 オホーツク町村公平委員会規約の変更について。 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により、オホーツ

ク町村公平委員会規約（昭和４２年規約第１号）を次のとおり変更することについて、議

会の議決を求めるものでございます。 

 今回の規約変更につきましては、オホーツク町村公平委員会の経費の負担について、特

定の事務に要する臨時的経費については、当該の町村等の負担とするということを定める

ものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきます。 

 オホーツク町村公平委員会規約の一部を変更する規約。 

 オホーツク町村公平委員会規約（昭和４２年規約第１号）の一部を次のように変更する。 

 第６条第１項ただし書きを次のように改める。 

 ただし、その費用のうち経常経費は、関係町村等がその職員数に比例して分担し、特定

の事務に要する臨時的経費については、当該町村等の負担とする。 

 附則といたしまして、この規約は令和４年４月１日から施行することとしております。 

 以上、議案第１６号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようよろしくお願いいたします。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１３号、議案第１５号、議案第１６号、各

案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 ここで議事について、議会運営委員長ならびに副議長と協議のため、暫時休憩といたし

ます。 

休憩 午後 ２時４１分 

再開 午後 ２時４３分 
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〇議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議事日程の変更 

〇議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長ならびに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更

し、日程第２８、報告第１号、日程第２９、報告第２号、日程第３０、報告第３号、日程

第３１、所管事務調査についてを先に審議したいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程第２８、報告第１号、日程第２９、報告第

２号、日程第３０、報告第３号、日程第３１、所管事務調査についてを先に審議すること

に決定しました。 

 

    ◎報告第１号 

○議長（須河 徹君） 日程第２８、報告第１号 定期監査結果報告についてを議題とい

たします。議案書１１４ページです。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（山内啓伸君） 議案書の１１４ページをお開き願います。 

 報告第１号 定期監査結果報告について。 

 監査委員から定期監査について、次のとおり報告があった。 

 令和４年３月８日提出、訓子府町議会議長、須河 徹。 

 記、別紙。 

 次のページの１１５ページをご覧ください。 

令和４年２月３日 

訓子府町議会議長  須 河  徹    様 

訓子府町監査委員  平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員  河 端 芳 惠 

令和３年度 定期監査の結果報告について 

  地方自治法第１９９条第９項の規定によって、令和３年度の定期監査の結果を報告しま

す。 

記 

令和３年度定期監査結果報告書 別紙。 

 １１７ページをお開き願います。 

 「３．監査結果及び意見」という項目がございます。この項目のみを朗読させていただ

きまして、それ以外の報告書の資料につきましては、説明を省略させていただきたいと思

います。 

 ３．監査結果及び意見 

 令和３年度の定期監査は、一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、
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介護保険特別会計、下水道事業特別会計および水道事業会計の６会計について実施いたし

ました。 

 監査の着眼点は、令和３年４月１日から令和３年１２月３１日までの期間における事務

事業の執行と経営管理の状況を中心としました。 

 監査の具体的内容は、各課等共通事項としては、各課等配当予算の執行状況と備品の調

達および管理状況を、各課個別事項としては、１５項目（別紙１）を重点としたほか、課

で担当している団体（別紙１別表）の経理事務とその管理を対象としました。 

 また、現地調査として共同利用模範牧場の捕縛枠整備事業および作業機械更新事業の実

施状況を、学校現地調査として居武士小学校の学校経理と学校管理状況について確認を行

いました。 

 監査方法は、各課等から提出があった資料について職員の説明を受け、それをもとに質

疑を行い、関係書類の突合や点検を行いました。 

 この結果、全ての会計等において法令に従い、町の行政執行の方針に合致し、適期、適

正に執行していることを認めます。 

 今後、出納整理期間まで引き続き適正な事務執行に努めるとともに、安定した住民サー

ビスの提供を図る観点で将来にわたって持続可能な財政基盤を確立するため、町税などの

自主財源の確保に努め事務事業の徹底した見直しを望みます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第２号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２９、報告第２号 出納検査結果報告についてを議

題といたします。議案書１２８ページです。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（山内啓伸君） 議案書の１２８ページをお開き願います。 

 報告第２号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

 令和４年３月８日提出、訓子府町議会議長、須 河  徹。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和４年１月１１日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和４年１月１１日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 

 次のページの１２９ページから１３１ページにつきましては、説明を省略させていただ

きまして、１３２ページをお開き願います。 
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出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和４年２月１４日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和４年２月１４日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次の１３３ページから１３５ページにつきましても先ほどと同様、説明を省略させてい

ただきます。 

 続きまして、追加で配布させていただきました３月分の例月出納検査結果についてご報

告申し上げます。１３６ページでございます。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和４年３月７日町会計管理

者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

 １．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

 訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和４年３月７日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次の１３７ページから１３９ページにつきましても先の２件と同様に説明を省略させて

いただきます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第３号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第３０、報告第３号 所管事務調査結果報告について

を議題といたします。議案書１４０ページです。 

 二つの常任委員会から令和３年度の閉会中に実施した所管事務調査について、会議規則

第４１条第１項の規定により、各常任委員長から報告いただきます。 

 まず、最初に、総務文教常任委員会からお願いいたします。 

 ３番、山田日出夫君。 

○総務文教常任委員会委員長（山田日出夫君） ただいま、議長からのお許しをいただき

ましたので、令和３年度総務文教常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告申し上

げます。 

 この所管事務調査につきましては、令和３年第２回定例会におきまして、令和３年度中、

閉会中も継続調査できるよう議決を受け、実施したものであります。 

 具体的な調査および質疑の内容については、省略いたしますが、令和４年１月１４日に
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は、委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり

調査所見として、まとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容につきましては、議案書の１４１ページからの「２．調査所見」の朗読

をもって、報告にかえさせていただきたいと思います。 

 （１）入札執行状況については、町内業者の入札参加の機会確保に配慮しながら、引き

続き公正な執行に努めることを望みます。 

 （２）まちづくり推進会議については、町政への住民参画に向け、委員の出席率の向上

と女性の登用を進め、その機能を発揮できるように充実を図ることを望みます。 

 まちづくりパワーアップ特別対策事業については、事業内容の精査も含めニーズにあっ

た全体的な事業の見直しを望みます。 

 車座トークや夜間町長室開放など広聴事業については、今後も継続し幅広い町民からの

意見聴取の場の確保を望みます。 

 （３）国民健康保険事業については、町民負担に配慮した事業の健全な運営を望みます。 

 特定健診は、今後も受診率向上に向けた広報に努めるよう望みます。 

 （４）税の収納状況については、職員の徴収努力により、その成果が認められます。 

 なお、税の公平性の原則から、滞納繰越額の縮減と新たな滞納者抑制への取り組みの継

続を望みます。 

 （５）各種福祉施策のうち、子ども医療費助成事業については、子育て支援事業として

も評価するものであり、今後も事業継続を望みます。 

 介護保険事業については、利用者の実態に十分配慮した対応を今後も望みます。また、

介護予防としてのいきいき百歳体操は各地域で自主的な運営が進み、事業効果が認められ

ており、さらなる普及に努めることを望みます。 

 静寿園待機者については、希望に沿えるよう状況把握に努めることを望みます。 

 認知症高齢者見守り事業および障害者支援事業については、引き続き状況把握に努め、

必要なサービス提供につなげることを望みます。 

 除雪サービス事業、高齢者ハイヤー利用サービス事業、路線バス高齢者支援事業につい

ては、引き続き事業継続に向けた課題の整理と利用者への周知を望みます。 

 （６）児童センターについては、子育て・教育面等において大きな効果が認められ、今

後とも利用者の声を生かし、安全に配慮した運営を望みます。 

 （７）各種予防業務の実施については、各種事業内容は充実していると認めます。引き

続き受診率向上に向けた取り組みを望みます。 

 （８）子育て支援センターについては、子育て世代の相談の場、交流・情報交換の場と

しての効果が認められ、今後も利用者に寄り添った活動を望みます。 

 （９）こども園の運営については、異年齢教育・保育の効果が見られます。引き続き、

体制整備を含め安全に配慮した運営に努めることを望みます。 

 （１０）スポーツセンターについては、引き続き利用者の安全への配慮に努め、今後に

おいても町民の利用に向けた取り組みを望みます。 

 温水プールについては、事故防止に最善を尽くしながら、ボイラー更新が終了し長期間

利用が可能となったことから、スポーツセンターとの連携を含め一層の利用促進を求めま

す。 
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 （１１）図書館の運営については、今後も本に親しむ事業等、図書館の利用の多様化に

つながる取り組みの継続を望みます。 

 歴史館の運営については、入館者の拡大を図るとともに、今後もこれまでの歴史を収集

した伝承資料の展示方法の工夫など、後世に伝える地道な取り組みを求めます。 

 （１２）青少年研修館については、今後においても施設の目的に沿った利用に努めるこ

とを望みます。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項 

 ①地域担当職員制度については、その成果が認められるところですが、今後においても、

職員の負担を考慮しながら地域との連携を図ることを望みます。 

 ②ふるさと納税については、町のＰＲ効果を認めるものであり、今後も事業継続を望み

ます。 

 ③要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、子どもの教育、学習機会を保障す

るため今後も継続し、さらに充実を図ることを望みます。 

 ④地域巡回講座については、講座の内容充実と一層のＰＲを望みます。 

 ⑤文化・芸術振興事業（アート・タウン・プロジェクト事業）については、町民の参加

も含めた今後の事業展開について検討を求めます。 

 訓子府の歴史を物語る一連の作品の背景についての説明および設置場所を表示した総合

案内の設置を検討していただきたい。 

 ⑥ＧＩＧＡスクールについては、事業効果が十分に発揮されるよう、教職員の研修を引

き続き実施し、児童生徒への教育効果の向上に努めることを望みます。 

 以上をもって、総務文教常任委員会 所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

○議長（須河 徹君） 次に、産業建設常任委員会、お願いいたします。 

 ８番、谷口武彦君。 

○産業建設常任委員会委員長（谷口武彦君） 議長からお許しをいただきましたので、令

和３年度産業建設常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告申し上げます。 

 所管事務調査の経過につきましては、先ほど総務文教常任委員会のところで述べられて

いましたので、省略させていただくこととし、本委員会においても令和４年１月１４日に

委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり、調

査所見としてまとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容については、総務文教常任委員会同様、議案書の１４３ページからの「２．

調査所見」の朗読をもって、報告にかえさせていただきたいと思います。 

 （１）農業振興については、国内外の動向、情報を把握するとともに、関係団体などと

連携し、行政として必要な取り組みを講じることを望みます。 

 多面的機能支払交付金事業については、事業効果は大いに評価するものの、災害時にお

ける迅速な対応などの課題整理に向け、保全会との密な協議を望みます。 

 なお、保全会事業については、行政と保全会のさらなる連携と、会員の戸数減少により

生じる保全会活動の支障解消に向けた取り組みの検討を求めます。 

 訓子府農業の多様性を見据えた農地流動化の検討を望むとともに、担い手対策は、引き

続き地道な活動を願い、婚活事業については各イベント再開の効果に期待します。 

 （２）畜産振興については、酪農家の多様な経営形態に応じた振興策を講じるようＪＡ
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や関係団体と十分に連携し、畜産クラスター計画など支援制度拡充に向け、国などに対し

強く求めていただきたい。 

 また、町営牧場は酪農家の安定経営に向け果たす役割は大きく、引き続き収支のバラン

スと利用拡大・安全な管理体制の充実を望みます。 

 （３）中小企業の振興については、住環境リフォーム促進事業や店舗出店等支援事業お

よび店舗改修事業などその効果は大いに評価できることから、事業の継続を望みます。 

 就労助成金事業および後継者育成助成金事業についても同様に評価するものであるが、

今後商工会とより連携した事業の推進と本人助成金の支給要件の緩和、あわせて事業効果

と検証を求めます。 

 （４）堆肥供給センターについては、良質でさらに利用者のニーズに応じた堆肥の供給

を図るため、施設等の適切な管理に努めることを望みます。 

 （５）温泉保養センターの運営については、今後も適切な管理のもと維持管理経費の縮

減に努めるとともに、利用者拡大につなげていくことを望みます。 

 （６）町営住宅及び町有住宅の維持管理については、住宅使用料滞納額の解消への努力

が認められ、今後も徴収への努力を望みます。滞納者については横の連携をとり、総合的

な対応の検討を望みます。 

 （７）建築及び土木事業の執行については、契約に基づき適正に施工されており、消防

庁舎は職員等の意見が十分に反映された設計となっています。今後とも財政健全化の推進

を図るとともに計画的な公共工事の執行を求めます。 

 （８）下水道事業の運営については、施設更新計画に基づき、引き続き施設の適切な管

理と計画的な整備を行いながら、機能維持に努めることを望みます。 

 （９）上水道事業の運営については、安全で安定した水道水の供給に万全を期すととも

に、今後とも水資源の有効活用のためにも漏水箇所の早期把握に努め、有収率の向上を図

ることを求めます。 

 さらに、老朽管の更新計画については、水道ビジョンを基に財源確保や財政状況を見据

え、計画的な推進を求めます。 

 （１０）道路・河川・橋梁の維持については、災害などにより恒常的に被災する箇所の

解消に努めるとともに、中・小河川の計画的な維持管理の遂行を望みます。 

 また、道路・河川・橋梁などの改修に関わる財源の確保のため、国などに対し引き続き

制度拡充を求めることを望みます。 

 （１１）公園の維持管理については、各公園の遊具について引き続き安全確保の徹底を

望みます。 

 また、シルバー世代の活用も意識した公園のあり方について検討していただきたい。 

 （１２）町有林の維持管理については、森林の持つ水源かん養機能を重視し、町の財産

としてその価値を高めるため、森林整備などに関わる財源確保を引き続き国に対し求める

とともに、関係機関と連携を図り、適切な管理に努めることを望みます。将来的にドロー

ン等の最新技術の活用も視野に入れていただきたい。 

 また、森林認証の活用・ＰＲなどにより、木材産業活性化の推進を図ることを求めます。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項 

 ①随意契約などの小規模工事の執行に当たっては、今後も町内産業の振興にも考慮しな
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がら公平で公正な執行を求めます。 

 ②商品券事業については、経済対策としての事業効果は認められます。今後の交付金事

業においては、影響を受けた人・事業者に寄り添った制度設計を求めます。 

 ③新型コロナウイルス感染症対策として実施した経営継続支援事業については、影響を

受けた事業者に寄り添った取り組みとなっており、事業効果が大いに認められます。 

 以上をもって、産業建設常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、所管事務調査結果報告を終了いたします。 

 

    ◎所管事務調査について 

〇議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 総務文教常任委員会および産業建設常任委員会の２常任委員会の委員長から所管事務調

査について、令和４年度閉会中も継続して調査および審査できるよう議決の願い出が議長

に対して出されております。 

 これを議題として、総務文教常任委員会および産業建設常任委員会の所管事務調査を認

めることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

〇議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、総務文教常任委員会および産業建設常任委員会委員長から願い出のあった所管

事務調査項目について、令和４年度閉会中も継続して調査および審査できるよう決定いた

しました。 

 

    ◎散会の宣告 

○議長（須河 徹君） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

 明日から一般質問を行います。午前９時３０分から開会いたしますので、ご参集よろし

くお願いいたします。 

 

 

散会 午後 ３時 ８分 


